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表 産業別規模別事業所・企業数 民営、非一次産業、 年

事業所ベース

事業所数
構成比
（％）

事業所数
構成比
（％）

事業所数
構成比
（％）

事業所数
構成比
（％）

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

卸売業

小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

非1次産業計

うち小規模事業所

産業

中小事業所
大事業所 合計

資料：総務省「平成 年経済センサス 基礎調査」再編加工

注 農林漁業は含まれていない。 
事業所の区分については、中小企業基本法（昭和 年法律第 号）に準ずる（凡例参照）。

小規模事業所の構成比は全事業所数に占める割合とする。

産業分類は、 年 月改訂のものに従っている。

経済センサス 基礎調査では 商業・法人登記等の行政記録を活用して、事業所・企業の捕捉範囲を拡大

しており、 本社等の事業主が支所等の情報も一括して報告する本社等一括調査を導入しているため、過

去の中小企業白書の付属統計資料の「事業所・企業統計調査」による結果と単純に比較することは適切で

はない。

各々の数値には派遣従業者のみの事業所 総従業者数 を含む。

数値は、 年 月時点のものである。

1表
産業別規模別事業所・企業数（民営、非一次産業、2014年）
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企業ベース

企業数
構成比
（％）

企業数
構成比
（％）

企業数
構成比
（％）

企業数
構成比
（％）

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

卸売業

小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

非1次産業計

大企業 合計

うち小規模企業

産業

中小企業

資料：総務省「平成 年経済センサス 基礎調査」再編加工

注 企業数＝会社数＋個人事業者数とする。

会社以外の法人及び農林漁業は含まれていない。

企業の区分については、中小企業基本法（昭和 年法律第 号）による（凡例参照）。

の条件の区分では、中小企業基本法以外の中小企業関連法令において中小企業又は小規模企業として扱

われる企業の数が反映されている。

小規模企業の構成比は全企業数に占める割合とする。

産業分類は、 年 月改訂のものに従っている。

経済センサス 基礎調査では １ 商業・法人登記等の行政記録を活用して、事業所・企業の捕捉範囲を拡大

しており、 本社等の事業主が支所等の情報も一括して報告する本社等一括調査を導入しているため、過

去の中小企業白書の付属統計資料の「事業所・企業統計調査」による結果と単純に比較することは適切で

はない。

数値は、 年 月時点のものである。

表 産業別規模別事業所・企業数 民営、非一次産業、 年

事業所ベース

事業所数
構成比
（％）

事業所数
構成比
（％）

事業所数
構成比
（％）

事業所数
構成比
（％）

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

卸売業

小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

非1次産業計

うち小規模事業所

産業

中小事業所
大事業所 合計

資料：総務省「平成 年経済センサス 基礎調査」再編加工

注 農林漁業は含まれていない。 
事業所の区分については、中小企業基本法（昭和 年法律第 号）に準ずる（凡例参照）。

小規模事業所の構成比は全事業所数に占める割合とする。

産業分類は、 年 月改訂のものに従っている。

経済センサス 基礎調査では 商業・法人登記等の行政記録を活用して、事業所・企業の捕捉範囲を拡大

しており、 本社等の事業主が支所等の情報も一括して報告する本社等一括調査を導入しているため、過

去の中小企業白書の付属統計資料の「事業所・企業統計調査」による結果と単純に比較することは適切で

はない。

各々の数値には派遣従業者のみの事業所 総従業者数 を含む。

数値は、 年 月時点のものである。
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会社ベース

企業数
構成比
（％）

企業数
構成比
（％）

企業数
構成比
（％）

企業数
構成比
（％）

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

卸売業

小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

非1次産業計

中小企業
大企業 合計

うち小規模企業

産業

資料：総務省「平成 年経済センサス 基礎調査」再編加工

注 個人事業所は含まない。

会社以外の法人及び農林漁業は含まれていない。

企業の区分については、中小企業基本法（昭和 年法律第 号）による（凡例参照）。

の条件の区分では、中小企業基本法以外の中小企業関連法令において中小企業又は小規模企業として扱

われる企業の数が反映されている。

小規模企業の構成比は全企業数に占める割合とする。

産業分類は、 年 月改訂のものに従っている。

経済センサス 基礎調査では １ 商業・法人登記等の行政記録を活用して、事業所・企業の捕捉範囲を拡大

しており、 本社等の事業主が支所等の情報も一括して報告する本社等一括調査を導入しているため、過

去の中小企業白書の付属統計資料の「事業所・企業統計調査」による結果と単純に比較することは適切で

はない。

数値は、 年 月時点のものである。

578 2016 White Paper on Small and Medium Enterprises in Japan



表 都道府県別企業数、常用雇用者・従業者数 民営、非一次産業、 年

企業数

企業数 構成比（％） 企業数 構成比（％） 企業数 構成比（％） 企業数 構成比（％）

北海道

青森県

岩手県

宮城県

秋田県

山形県

福島県

茨城県

栃木県

群馬県

埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県

新潟県

富山県

石川県

福井県

山梨県

長野県

岐阜県

静岡県

愛知県

三重県

滋賀県

京都府

大阪府

兵庫県

奈良県

和歌山県

鳥取県

島根県

岡山県

広島県

山口県

徳島県

香川県

愛媛県

高知県

福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県

大分県

宮崎県

鹿児島県

沖縄県

合計

中小企業
大企業 合計

うち小規模企業

資料：総務省「平成 年経済センサス 基礎調査」再編加工

注 企業数＝会社数＋個人事業者数とする。

会社以外の法人及び農林漁業は含まれていない。

企業の区分については、中小企業基本法（昭和 年法律第 号）による。（凡例参照）

の条件の区分では、中小企業基本法以外の中小企業関連法令において中小企業又は小規模企業として扱

われる企業の数が反映されている。

小規模企業の構成比は全企業数に占める割合とする。

産業分類は、 年 月改訂のものに従っている。

経済センサス 基礎調査では 商業・法人登記等の行政記録を活用して、事業所・企業の捕捉範囲を拡大

しており、 本社等の事業主が支所等の情報も一括して報告する本社等一括調査を導入しているため、過

去の中小企業白書の付属統計資料の「事業所・企業統計調査」による結果と単純に比較することは適切では

ない。

数値は、 年 月時点のものである。

会社ベース

企業数
構成比
（％）

企業数
構成比
（％）

企業数
構成比
（％）

企業数
構成比
（％）

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

卸売業

小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

非1次産業計

中小企業
大企業 合計

うち小規模企業

産業

資料：総務省「平成 年経済センサス 基礎調査」再編加工

注 個人事業所は含まない。

会社以外の法人及び農林漁業は含まれていない。

企業の区分については、中小企業基本法（昭和 年法律第 号）による（凡例参照）。

の条件の区分では、中小企業基本法以外の中小企業関連法令において中小企業又は小規模企業として扱

われる企業の数が反映されている。

小規模企業の構成比は全企業数に占める割合とする。

産業分類は、 年 月改訂のものに従っている。

経済センサス 基礎調査では １ 商業・法人登記等の行政記録を活用して、事業所・企業の捕捉範囲を拡大

しており、 本社等の事業主が支所等の情報も一括して報告する本社等一括調査を導入しているため、過

去の中小企業白書の付属統計資料の「事業所・企業統計調査」による結果と単純に比較することは適切で

はない。

数値は、 年 月時点のものである。

2表
都道府県別企業数、常用雇用者・従業者数（民営、非一次産業、2014年）
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常用雇用者数

常用雇用者数
（人）

構成比（％）
常用雇用者数

（人）
構成比（％）

常用雇用者数
（人）

構成比（％）
常用雇用者数

（人）
構成比（％）

北海道

青森県

岩手県

宮城県

秋田県

山形県

福島県

茨城県

栃木県

群馬県

埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県

新潟県

富山県

石川県

福井県

山梨県

長野県

岐阜県

静岡県

愛知県

三重県

滋賀県

京都府

大阪府

兵庫県

奈良県

和歌山県

鳥取県

島根県

岡山県

広島県

山口県

徳島県

香川県

愛媛県

高知県

福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県

大分県

宮崎県

鹿児島県

沖縄県

全国計

中小企業
大企業 合計

うち小規模企業

資料：総務省「平成 年経済センサス 基礎調査」再編加工

注 数値は、会社と個人事業所の常用雇用者数を合算している。

会社以外の法人及び農林漁業は含まれていない。

企業の区分については、中小企業基本法（昭和 年法律第 号）による（凡例参照）。

小規模企業の構成比は全常用雇用者数に占める割合とする。

産業分類は、 年 月改訂のものに従っている。

経済センサス 基礎調査では 商業・法人登記等の行政記録を活用して、事業所・企業の捕捉範囲を拡大

しており、 本社等の事業主が支所等の情報も一括して報告する本社等一括調査を導入しているため、過

去の中小企業白書の付属統計資料の「事業所・企業統計調査」による結果と単純に比較することは適切で

はない。

数値は、 年 月時点のものである。

常用雇用者数には、海外における常用雇用者も含む。
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従業者総数

従業者総数（人） 構成比（％） 従業者総数（人） 構成比（％） 従業者総数（人） 構成比（％） 従業者総数（人） 構成比（％）

北海道

青森県

岩手県

宮城県

秋田県

山形県

福島県

茨城県

栃木県

群馬県

埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県

新潟県

富山県

石川県

福井県

山梨県

長野県

岐阜県

静岡県

愛知県

三重県

滋賀県

京都府

大阪府

兵庫県

奈良県

和歌山県

鳥取県

島根県

岡山県

広島県

山口県

徳島県

香川県

愛媛県

高知県

福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県

大分県

宮崎県

鹿児島県

沖縄県

全国計

中小企業
大企業 合計

うち小規模企業

資料：総務省「平成 年経済センサス 基礎調査」再編加工

注 数値は、会社と個人事業所の従業者総数を合算している。

会社以外の法人及び農林漁業は含まれていない。

企業の区分については、中小企業基本法（昭和 年法律第 号）による（凡例参照）。

小規模企業の構成比は全常用雇用者数に占める割合とする。

産業分類は、 年 月改訂のものに従っている。

経済センサス 基礎調査では 商業・法人登記等の行政記録を活用して、事業所・企業の捕捉範囲を拡大

しており、 本社等の事業主が支所等の情報も一括して報告する本社等一括調査を導入しているため、過

去の中小企業白書の付属統計資料の「事業所・企業統計調査」による結果と単純に比較することは適切で

はない。

数値は、 年 月時点のものである。

常用雇用者数

常用雇用者数
（人）

構成比（％）
常用雇用者数

（人）
構成比（％）

常用雇用者数
（人）

構成比（％）
常用雇用者数

（人）
構成比（％）

北海道

青森県

岩手県

宮城県

秋田県

山形県

福島県

茨城県

栃木県

群馬県

埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県

新潟県

富山県

石川県

福井県

山梨県

長野県

岐阜県

静岡県

愛知県

三重県

滋賀県

京都府

大阪府

兵庫県

奈良県

和歌山県

鳥取県

島根県

岡山県

広島県

山口県

徳島県

香川県

愛媛県

高知県

福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県

大分県

宮崎県

鹿児島県

沖縄県

全国計

中小企業
大企業 合計

うち小規模企業

資料：総務省「平成 年経済センサス 基礎調査」再編加工

注 数値は、会社と個人事業所の常用雇用者数を合算している。

会社以外の法人及び農林漁業は含まれていない。

企業の区分については、中小企業基本法（昭和 年法律第 号）による（凡例参照）。

小規模企業の構成比は全常用雇用者数に占める割合とする。

産業分類は、 年 月改訂のものに従っている。

経済センサス 基礎調査では 商業・法人登記等の行政記録を活用して、事業所・企業の捕捉範囲を拡大

しており、 本社等の事業主が支所等の情報も一括して報告する本社等一括調査を導入しているため、過

去の中小企業白書の付属統計資料の「事業所・企業統計調査」による結果と単純に比較することは適切で

はない。

数値は、 年 月時点のものである。

常用雇用者数には、海外における常用雇用者も含む。
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表 産業別規模別従業者数 民営、非一次産業、 年

事業所ベース

従業者数
（人）

構成比
（％）

従業者数
（人）

構成比
（％）

従業者数
（人）

構成比
（％）

従業者数
（人）

構成比
（％）

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

卸売業

小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

非1次産業計

中小事業所
大事業所 合計

うち小規模事業所

産業

規
模

項目

資料：総務省「平成 年経済センサス 基礎調査」再編加工

注 農林漁業は含まれていない。

事業所の区分については、中小企業基本法（昭和 年法律第 号）に準ずる（凡例参照）。

小規模事業所の構成比は全事業所数に占める割合とする。

産業分類は、 年 月改訂のものに従っている。

経済センサス 基礎調査では 商業・法人登記等の行政記録を活用して、事業所・企業の捕捉範囲を拡大

しており、 本社等の事業主が支所等の情報も一括して報告する本社等一括調査を導入しているため、過

去の中小企業白書の付属統計資料の「事業所・企業統計調査」による結果と単純に比較することは適切で

はない。

数値は、 年 月時点のものである。

3表
産業別規模別従業者数（民営、非一次産業、2014年）
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企業ベース 会社及び個人の常用雇用者数

常用雇用者数
（人）

構成比
（％）

常用雇用者数
（人）

構成比
（％）

常用雇用者数
（人）

構成比
（％）

常用雇用者数
（人）

構成比
（％）

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

卸売業

小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

非1次産業計

中小企業
大企業 合計

うち小規模企業

産業

規
模

項目

資料：総務省「平成 年経済センサス 基礎調査」再編加工

注 数値は、会社と個人事業所の常用雇用者数を合算している。

会社以外の法人及び農林漁業は含まれていない。

企業の区分については、中小企業基本法（昭和 年法律第 号）による（凡例参照）。

小規模企業の構成比は全常用雇用者数に占める割合とする。

産業分類は、 年 月改訂のものに従っている。

経済センサス 基礎調査では 商業・法人登記等の行政記録を活用して、事業所・企業の捕捉範囲を拡大

しており、 本社等の事業主が支所等の情報も一括して報告する本社等一括調査を導入しているため、過

去の中小企業白書の付属統計資料の「事業所・企業統計調査」による結果と単純に比較することは適切で

はない。

数値は、 年 月時点のものである。

常用雇用者数には、海外における常用雇用者も含む。

表 産業別規模別従業者数 民営、非一次産業、 年

事業所ベース

従業者数
（人）

構成比
（％）

従業者数
（人）

構成比
（％）

従業者数
（人）

構成比
（％）

従業者数
（人）

構成比
（％）

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

卸売業

小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

非1次産業計

中小事業所
大事業所 合計

うち小規模事業所

産業

規
模

項目

資料：総務省「平成 年経済センサス 基礎調査」再編加工

注 農林漁業は含まれていない。

事業所の区分については、中小企業基本法（昭和 年法律第 号）に準ずる（凡例参照）。

小規模事業所の構成比は全事業所数に占める割合とする。

産業分類は、 年 月改訂のものに従っている。

経済センサス 基礎調査では 商業・法人登記等の行政記録を活用して、事業所・企業の捕捉範囲を拡大

しており、 本社等の事業主が支所等の情報も一括して報告する本社等一括調査を導入しているため、過

去の中小企業白書の付属統計資料の「事業所・企業統計調査」による結果と単純に比較することは適切で

はない。

数値は、 年 月時点のものである。
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うち会社ベース 会社の常用雇用者数

常用雇用者数
（人）

構成比
（％）

常用雇用者数
（人）

構成比
（％）

常用雇用者数
（人）

構成比
（％）

常用雇用者数
（人）

構成比
（％）

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

卸売業

小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

非1次産業計

中小企業
大企業 合計

うち小規模企業

産業

規
模

項目

産業

資料：総務省「平成 年経済センサス 基礎調査」再編加工

注 個人事業所は含まない。

会社以外の法人及び農林漁業は含まれていない。

企業の区分については、中小企業基本法（昭和 年法律第 号）による（凡例参照）。

小規模企業の構成比は全常用雇用者数に占める割合とする。

産業分類は、 年 月改訂のものに従っている。

経済センサス 基礎調査では 商業・法人登記等の行政記録を活用して、事業所・企業の捕捉範囲を拡大

しており、 本社等の事業主が支所等の情報も一括して報告する本社等一括調査を導入しているため、過

去の中小企業白書の付属統計資料の「事業所・企業統計調査」による結果と単純に比較することは適切で

はない。

数値は、 年 月時点のものである。

常用雇用者数には、海外における常用雇用者も含む。
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企業ベース 会社及び個人の従業者総数

従業者総数（人）
構成比
（％）

従業者総数（人）
構成比
（％）

従業者総数（人）
構成比
（％）

従業者総数（人）
構成比
（％）

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

卸売業

小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

非1次産業計

中小企業
大企業 合計

うち小規模企業

産業

規
模

項目

資料：総務省「平成 年経済センサス 基礎調査」再編加工

注 数値は、会社と個人事業所の従業者総数を合算している。

会社以外の法人及び農林漁業は含まれていない。

企業の区分については、中小企業基本法（昭和 年法律第 号）による（凡例参照）。

小規模企業の構成比は全常用雇用者数に占める割合とする。

産業分類は、 年 月改訂のものに従っている。

経済センサス 基礎調査では 商業・法人登記等の行政記録を活用して、事業所・企業の捕捉範囲を拡大

しており、 本社等の事業主が支所等の情報も一括して報告する本社等一括調査を導入しているため、過

去の中小企業白書の付属統計資料の「事業所・企業統計調査」による結果と単純に比較することは適切で

はない。

数値は、 年 月時点のものである。

うち会社ベース 会社の常用雇用者数

常用雇用者数
（人）

構成比
（％）

常用雇用者数
（人）

構成比
（％）

常用雇用者数
（人）

構成比
（％）

常用雇用者数
（人）

構成比
（％）

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

卸売業

小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

非1次産業計

中小企業
大企業 合計

うち小規模企業

産業

規
模

項目

産業

資料：総務省「平成 年経済センサス 基礎調査」再編加工

注 個人事業所は含まない。

会社以外の法人及び農林漁業は含まれていない。

企業の区分については、中小企業基本法（昭和 年法律第 号）による（凡例参照）。

小規模企業の構成比は全常用雇用者数に占める割合とする。

産業分類は、 年 月改訂のものに従っている。

経済センサス 基礎調査では 商業・法人登記等の行政記録を活用して、事業所・企業の捕捉範囲を拡大

しており、 本社等の事業主が支所等の情報も一括して報告する本社等一括調査を導入しているため、過

去の中小企業白書の付属統計資料の「事業所・企業統計調査」による結果と単純に比較することは適切で

はない。

数値は、 年 月時点のものである。

常用雇用者数には、海外における常用雇用者も含む。
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うち会社ベース 会社の従業者総数

従業者総数
（人）

構成比
（％）

従業者総数
（人）

構成比
（％）

従業者総数
（人）

構成比
（％）

従業者総数
人）

構成比
（％）

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

卸売業

小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

非1次産業計

中小企業
大企業 合計

うち小規模企業

産業

規
模

項目

産業

資料：総務省「平成 年経済センサス 基礎調査」再編加工

注 個人事業所は含まない。

会社以外の法人及び農林漁業は含まれていない。

企業の区分については、中小企業基本法（昭和 年法律第 号）による（凡例参照）。

小規模企業の構成比は全常用雇用者数に占める割合とする。

産業分類は、 年 月改訂のものに従っている。

経済センサス 基礎調査では 商業・法人登記等の行政記録を活用して、事業所・企業の捕捉範囲を拡大

しており、 本社等の事業主が支所等の情報も一括して報告する本社等一括調査を導入しているため、過

去の中小企業白書の付属統計資料の「事業所・企業統計調査」による結果と単純に比較することは適切で

はない。

数値は、 年 月時点のものである。
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表 開業率・廃業率の推移 非一次産業

①  企業 個人企業＋会社企業

年
調査間隔

(月数)
期首企業数 開業企業数

開設件数
調査期間(月数)

増加企業数
年平均

増加企業数
年平均

開業企業数
年平均

廃業企業数
開業率（％） 廃業率（％）

75～78

78～81

  81～86　

86～91 ▲ 126,240 ▲ 25,248

91～96 ▲ 147,968 ▲ 28,184

96～99 ▲ 253,477 ▲ 92,173

99～01 ▲ 160,984 ▲ 71,548

01～04 ▲ 360,347 ▲ 135,130

04～06 ▲ 138,962 ▲ 59,555

09～12 ▲ 359,541 ▲ 139,177

12～14 ▲ 43,122 ▲ 17,844

01年時点（1993年分類）

06年時点（2002年分類）

②  会社企業 単独事業所及び本所・本社・本店で支所・支社・支店は含めない

年
調査間隔

(月数)
期首会社
企業数

開業会社
企業数

開設件数
調査期間(月数)

増加会社
企業数

年平均増加
会社企業数

年平均開業
会社企業数

年平均廃業
会社企業数

開業率（％） 廃業率（％）

75～78

78～81

  81～86　

86～91

91～96

96～99 ▲ 6,801 ▲ 2,473

99～01 ▲ 50,570 ▲ 22,476

01～04 ▲ 87,661 ▲ 32,873

04～06 ▲ 14,768 ▲ 6,329

09～12 ▲ 100,375 ▲ 38,855

12～14

01年時点（1993年分類）

06年時点（2002年分類）

③  個人企業 単独事業所及び本所・本社・本店及び支所・支社・支店

年
調査間隔

(月数)
期首個人
企業数

開業個人
企業数

開設件数
調査期間(月数)

増加個人
企業数

年平均増加
個人企業数

年平均開業
個人企業数

年平均廃業
個人企業数

開業率（％） 廃業率（％）

75～78

78～81

  81～86　 ▲ 71,593 ▲ 14,319

86～91 ▲ 356,746 ▲ 71,349

91～96 ▲ 260,135 ▲ 49,550

96～99 ▲ 246,676 ▲ 89,700

99～01 ▲ 110,414 ▲ 49,073

01～04 ▲ 272,686 ▲ 102,257

04～06 ▲ 124,194 ▲ 53,226

09～12 ▲ 261,166 ▲ 101,097

12～14 ▲ 87,258 ▲ 36,107

01年時点（1993年分類）

06年時点（2002年分類）

うち会社ベース 会社の従業者総数

従業者総数
（人）

構成比
（％）

従業者総数
（人）

構成比
（％）

従業者総数
（人）

構成比
（％）

従業者総数
人）

構成比
（％）

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

卸売業

小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

非1次産業計

中小企業
大企業 合計

うち小規模企業

産業

規
模

項目

産業

資料：総務省「平成 年経済センサス 基礎調査」再編加工

注 個人事業所は含まない。

会社以外の法人及び農林漁業は含まれていない。

企業の区分については、中小企業基本法（昭和 年法律第 号）による（凡例参照）。

小規模企業の構成比は全常用雇用者数に占める割合とする。

産業分類は、 年 月改訂のものに従っている。

経済センサス 基礎調査では 商業・法人登記等の行政記録を活用して、事業所・企業の捕捉範囲を拡大

しており、 本社等の事業主が支所等の情報も一括して報告する本社等一括調査を導入しているため、過

去の中小企業白書の付属統計資料の「事業所・企業統計調査」による結果と単純に比較することは適切で

はない。

数値は、 年 月時点のものである。

4表
開業率・廃業率の推移（非一次産業）
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④  事業所

年
調査間隔

(月数)
期首事業所数 開業事業所数

開設件数
調査期間(月数)

増加事業所数
年平均

増加事業所数
年平均

開業事業所数
年平均

廃業事業所数
開業率（％） 廃業率（％）

66～69

69～72

72～75

75～78

78～81

81～86

86～89

89～91 ▲ 80,505 ▲ 40,253

91～94 ▲ 9,761 ▲ 3,476

94～96 ▲ 29,056 ▲ 11,900

96～99 ▲ 318,095 ▲ 115,671

99～01 ▲ 65,768 ▲ 29,230

01～04 ▲ 408,747 ▲ 153,280

04～06 ▲ 7,193 ▲ 3,083

09～12 ▲ 430,968 ▲ 166,826

12～14

01年時点（1993年分類）

06年時点（2002年分類）

資料：総務省「事業所・企業統計調査 年まで 」、「経済センサス 基礎調査 年 」、「経済センサス 活動

調査 年 」、「経済センサス 基礎調査 年 」

注 ここでは、開業率とは、ある特定の期間において、「①新規に開設された事業所 又は企業 を年平均になら

した数」の「②期首において既に存在していた事業所 又は企業 」に対する割合とし、①／②で求める。

廃業率も同様に、ある特定の期間において、「①廃業となった事業所 又は企業 を年平均にならした数」の

「②期首において既に存在していた事業所 又は企業 」に対する割合とし、①／②で求める。

表①、 表②の開業 廃業 会社企業数は、会社に所属する事業所のうち、単独事業所及び本所・本社・本

店の新設 廃業 事業所を足し合わせて算出した。

表①、 表③の開業 廃業 個人企業数は、個人に所属する事業所を足し合わせて算出した。

表④の開業 廃業）事業所は、公表値を利用した（参考 を参照）。

前掲付属統計資料 表 企業ベースの企業数と異なり、当表では個人企業の支所・支社・支店に該当する

事業所が含まれており、産業分類の手法も異なるため、上記①の期首企業数と一致しない。

854,205 353,464
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参考  
年調査は、「第 巻事業所に関する集計 全国編第 表」、 年調査は「事業所の異動及び事業転換に係る特

別集計 ～ 年の異動状況 全国集計第 表」、 年調査は、「第 巻事業所 に関する集計 全国編第

表」、 年調査は、「全国集計 事業所に関する集計第 表」、 年調査は、「全国集計 事業所に関する集計

産業横断的集計第 表」、 年調査は、「事業所に関する集計 全国結果 第 表」より引用した。

～ 年の開業数は、 年以降に開業した事業所数である。

年までは「事業所統計調査」、 年は「事業所名簿整備」、 年は「事業所名簿整備調査」として行われた。

年時点、 年時点の業種分類は、総務省「日本標準産業分類」 年 月改訂 をもとにしたものである。

同様に 年、 年時点の業種分類は、 年 月に改訂された日本標準産業分類をもとにしており。 年時

点業種分類は、 年 月に改訂された日本標準産業分類をもとにしたものである。

年 月改定の日本標準産業分類では、一次・非一次産業をまたがる業種分類の移動が行われたため、 ～

年の年平均開廃業率を算出するにあたっては期首企業・事業所数を新分類に基づいて算出している 年

の改訂も同じである。 。

④  事業所

年
調査間隔

(月数)
期首事業所数 開業事業所数

開設件数
調査期間(月数)

増加事業所数
年平均

増加事業所数
年平均

開業事業所数
年平均

廃業事業所数
開業率（％） 廃業率（％）

66～69

69～72

72～75

75～78

78～81

81～86

86～89

89～91 ▲ 80,505 ▲ 40,253

91～94 ▲ 9,761 ▲ 3,476

94～96 ▲ 29,056 ▲ 11,900

96～99 ▲ 318,095 ▲ 115,671

99～01 ▲ 65,768 ▲ 29,230

01～04 ▲ 408,747 ▲ 153,280

04～06 ▲ 7,193 ▲ 3,083

09～12 ▲ 430,968 ▲ 166,826

12～14

01年時点（1993年分類）

06年時点（2002年分類）

資料：総務省「事業所・企業統計調査 年まで 」、「経済センサス 基礎調査 年 」、「経済センサス 活動

調査 年 」、「経済センサス 基礎調査 年 」

注 ここでは、開業率とは、ある特定の期間において、「①新規に開設された事業所 又は企業 を年平均になら

した数」の「②期首において既に存在していた事業所 又は企業 」に対する割合とし、①／②で求める。

廃業率も同様に、ある特定の期間において、「①廃業となった事業所 又は企業 を年平均にならした数」の

「②期首において既に存在していた事業所 又は企業 」に対する割合とし、①／②で求める。

表①、 表②の開業 廃業 会社企業数は、会社に所属する事業所のうち、単独事業所及び本所・本社・本

店の新設 廃業 事業所を足し合わせて算出した。

表①、 表③の開業 廃業 個人企業数は、個人に所属する事業所を足し合わせて算出した。

表④の開業 廃業）事業所は、公表値を利用した（参考 を参照）。

前掲付属統計資料 表 企業ベースの企業数と異なり、当表では個人企業の支所・支社・支店に該当する

事業所が含まれており、産業分類の手法も異なるため、上記①の期首企業数と一致しない。
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表 業種別の開廃業率の推移 事業所ベース、年平均

（単位：％）

年 66～69 69～72 72～75 75～78 78～81 81～86 86～89 89～91 91～94 94～96 96～99 99～01 01～04 04～06 06～09 09～12 12～14

非一次産業全体 開業率

廃業率

製造業 開業率

廃業率

卸売業 開業率

廃業率

小売業 開業率

廃業率

サービス業 開業率

廃業率

資料：総務省「事業所・企業統計調査」、「平成 年経済センサス－基礎調査」、総務省・経済産業省「平成 年

経済センサス－活動調査」、総務省「平成 年経済センサス 基礎調査」

注 事業所を対象としており、支所や工場の開設・閉鎖、移転による開設・閉鎖を含む。

年までは「事業所・企業統計調査」、 ～ 年、 ～ 年は「経済センサス－基礎調査」、 ～ 年は

「経済センサス―活動調査」、に基づく。ただし、 年までは「事業所統計調査」、 年は「事業所名簿整

備」、 年は「事業所名簿整備調査」として行われた。

開業率、廃業率の計算方法については、 表を参照。

開業事業所の定義が異なるため、 ～ 年の数値は、過去の数値と単純に比較できない。また ～ 年の

数値については、開業事業所と廃業事業所の定義の違いにより、開業率と廃業率を単純に比較できない。

～ 年、 ～ 年、 ～ 、 ～ 、 ～ 年の「サービス業」は「サービス業 他に分類されないも

の 」である。

～ 年、 ～ 年年平均開廃業率は 年 月改訂の日本標準産業分類に基づいて算出した。

また、 ～ 年、 ～ 年の年平均開廃業率は 年 月改訂の日本標準産業分類に基づいて算出し、

～ 年の年平均開廃業率は 年 月改訂の日本標準産業分類に基づいて算出した。

5表
業種別の開廃業率の推移（事業所ベース、年平均）
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表 有雇用事業所数による開廃業率の推移

（単位：％）

年度

開業率

廃業率

資料：厚生労働省｢雇用保険事業年報｣

注 開業率＝当該年度に雇用関係が新規に成立した事業所数／前年度末の適用事業所数×

廃業率＝当該年度に雇用関係が消滅した事業所数／前年度末の適用事業所数×

適用事業所とは、雇用保険に係る労働保険の保険関係が成立している事業所である 雇用保険法第 条 。

表 業種別の開廃業率の推移 事業所ベース、年平均

（単位：％）

年 66～69 69～72 72～75 75～78 78～81 81～86 86～89 89～91 91～94 94～96 96～99 99～01 01～04 04～06 06～09 09～12 12～14

非一次産業全体 開業率

廃業率

製造業 開業率

廃業率

卸売業 開業率

廃業率

小売業 開業率

廃業率

サービス業 開業率

廃業率

資料：総務省「事業所・企業統計調査」、「平成 年経済センサス－基礎調査」、総務省・経済産業省「平成 年

経済センサス－活動調査」、総務省「平成 年経済センサス 基礎調査」

注 事業所を対象としており、支所や工場の開設・閉鎖、移転による開設・閉鎖を含む。

年までは「事業所・企業統計調査」、 ～ 年、 ～ 年は「経済センサス－基礎調査」、 ～ 年は

「経済センサス―活動調査」、に基づく。ただし、 年までは「事業所統計調査」、 年は「事業所名簿整

備」、 年は「事業所名簿整備調査」として行われた。

開業率、廃業率の計算方法については、 表を参照。

開業事業所の定義が異なるため、 ～ 年の数値は、過去の数値と単純に比較できない。また ～ 年の

数値については、開業事業所と廃業事業所の定義の違いにより、開業率と廃業率を単純に比較できない。

～ 年、 ～ 年、 ～ 、 ～ 、 ～ 年の「サービス業」は「サービス業 他に分類されないも

の 」である。

～ 年、 ～ 年年平均開廃業率は 年 月改訂の日本標準産業分類に基づいて算出した。

また、 ～ 年、 ～ 年の年平均開廃業率は 年 月改訂の日本標準産業分類に基づいて算出し、

～ 年の年平均開廃業率は 年 月改訂の日本標準産業分類に基づいて算出した。

6表
有雇用事業所数による開廃業率の推移
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表 会社の設立登記数及び会社開廃業率の推移

 

年
設立登記件数(件)

会社開業率（％)

会社廃業率(％)

10(※1）

資料：法務省｢民事・訟務・人権統計年報｣、国税庁｢国税庁統計年報書｣

注 会社開業率 設立登記数 前年の会社数×

会社廃業率 会社開業率 増加率 前年の会社数＋設立登記数－当該年の会社数 ／前年の会社数×

設立登記数については、 年から 年までは｢登記統計年報｣、 年から 年は｢登記・訟務・

人権統計年報｣、 年以降は｢民事・訟務・人権統計年報｣を用いた。

設立登記数は、各暦年中の数値を指す。

、 年の会社数は国税庁｢会社標本調査｣による推計値である。 年以降の会社数には協業組合も

含む。

年以前の会社数は、その年の 月 日から翌年 月 日までに事業年度が終了した会社の数を指す。

年から 年の会社数は、翌年 月 日現在における会社の数を指す。

年以降の会社数は、確定申告のあった事業年度数を法人単位に集約した件数を指す。なお、同年につ

いては、前年と連続した数値を表示するため、 年と同様の定義の会社数を分母とした開廃業率を併記

した ※ 。

7表
会社の設立登記数及び会社開廃業率の推移
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表 製造業の事業所数、従業者数、出荷額等

事業所数

　　　　　　　　　　　　　　年
従業者規模

4～9人

10～19人

20～99人

100～299人

300～999人

1,000人以上

4～299人

300人以上

合計

従業者数 上段：実数 単位：千人 、下段：構成比 単位：％

　　　　　　　　　　　　　　年
従業者規模

1,000人以上

4～9人

10～19人

20～99人

100～299人

300～999人

4～299人

300人以上

合計

製造品出荷額等 上段：実額 単位：十億円 、下段：構成比 単位：％

　　　　　　　　　　　　　　年
従業者規模

合計

4～9人

10～19人

20～99人

100～299人

300～999人

1,000人以上

4～299人

300人以上

資料：経済産業省「工業統計表」、総務省・経済産業省「平成 年経済センサス－活動調査」

表 会社の設立登記数及び会社開廃業率の推移

 

年
設立登記件数(件)

会社開業率（％)

会社廃業率(％)

10(※1）

資料：法務省｢民事・訟務・人権統計年報｣、国税庁｢国税庁統計年報書｣

注 会社開業率 設立登記数 前年の会社数×

会社廃業率 会社開業率 増加率 前年の会社数＋設立登記数－当該年の会社数 ／前年の会社数×

設立登記数については、 年から 年までは｢登記統計年報｣、 年から 年は｢登記・訟務・

人権統計年報｣、 年以降は｢民事・訟務・人権統計年報｣を用いた。

設立登記数は、各暦年中の数値を指す。

、 年の会社数は国税庁｢会社標本調査｣による推計値である。 年以降の会社数には協業組合も

含む。

年以前の会社数は、その年の 月 日から翌年 月 日までに事業年度が終了した会社の数を指す。

年から 年の会社数は、翌年 月 日現在における会社の数を指す。

年以降の会社数は、確定申告のあった事業年度数を法人単位に集約した件数を指す。なお、同年につ

いては、前年と連続した数値を表示するため、 年と同様の定義の会社数を分母とした開廃業率を併記

した ※ 。

8表
製造業の事業所数、従業者数、出荷額等

593中小企業白書  2016

付属統計資料



注 事業所ベースである。四捨五入の関係から、「合計」項目と内訳の合計値が一致しない場合がある。

基本的に各年次「産業編」データより再集計している。

年の数値は、「新潟県中越大震災に伴う 年捕捉調査」結果 一部推計 を加えたものである。ただ

し、斜体表示の箇所は、捕捉調査結果が秘匿となるため、本調査のみの数値を掲載した。このため、製造

業計と内訳は一致しない。

調査項目を変更したことにより、 年以降の「製造品出荷額等」はそれ以前の数値とは接続しない。

～ 年の工業統計表の数値が訂正されているため、中小企業白書 年版 以前の付属統計資料と

数値が異なっている。

各年の事業所数及び従業者数は 月 日現在の数値である。ただし、 年については 年 月 日

現在の数値である。
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表 製造業の設備投資、付加価値額

 設備投資 上段：実額 単位：十億円 、下段：構成比 単位：％

　　　　　　　　　　　　　　年
従業者規模

30～99人

100～299人

300～999人

1,000人以上

30～299人

300人以上

合計

従業者 人当たり投資額 単位：千円

　　　　　　　　　　　　　　年
従業者規模

30～99人

100～299人

300～999人

1,000人以上

30～299人

300人以上

全平均

付加価値額 上段：実額 単位：十億円 、下段：構成比 単位：％

　　　　　　　　　　　　　　年
従業者規模

1,000人以上

4～299人

10～299人

300人以上

合計

300～999人

4～9人

10～19人

20～99人

100～299人

資料：経済産業省「工業統計表」、総務省・経済産業省「平成 年経済センサス－活動調査」

注 事業所ベースである。四捨五入の関係から、「合計」項目と内訳の合計値が一致しない場合がある。

基本的に各年次「産業編」データより再集計している。

年の数値は、「新潟県中越大震災に伴う 年捕捉調査」結果 一部推計 を加えたものである。ただ

し、斜体表示の箇所は、捕捉調査結果が秘匿となるため、本調査のみの数値を掲載した。このため、製造

業計と内訳は一致しない。

調査項目を変更したことにより、 年以降の「製造品出荷額等」はそれ以前の数値とは接続しない。

～ 年の工業統計表の数値が訂正されているため、中小企業白書 年版 以前の付属統計資料と

数値が異なっている。

各年の事業所数及び従業者数は 月 日現在の数値である。ただし、 年については 年 月 日

現在の数値である。

9表
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注 事業所ベースである。四捨五入の関係から、「合計」項目と内訳の合計値が一致しない場合がある。

基本的に各年次「産業編」データより再集計している。

設備投資額とは、有形固定資産取得額に建設仮勘定の年間増減額を加えたものである。

工場と離れた本社の事業所がある場合には、その分の投資額は含まない。

付加価値額のうち、 年以前の従業者規模 ～ 人及び 年以降の従業者規模 人以下につい

ては、粗付加価値額を集計している。

年の数値は、「新潟県中越大震災に伴う 年捕捉調査」結果 一部推計を含む を加えたものである。

ただし、建設仮勘定の増減は未調査項目のため、取得額のみの数値としている。また、斜体表示の箇所は、

捕捉調査結果が秘匿となるため、本調査の数値を掲載した。このため、製造業計と内訳は一致しない。

調査項目を変更したことにより、 について、 年以降の「付加価値額」はそれ以前の数値とは接続

しない。

～ 年の工業統計表の数値が訂正されているため、中小企業白書 年版 以前の付属統計資料と

数値が異なっている。

各年の従業者数は 月 日現在の数値である。ただし、 年については 年 月 日現在の数値

である。
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表 卸売業の事業所数、従業者数、販売額

 事業所数・従業者数 下段：構成比 単位：％

合計

50～99人

1～99人

100人以上

従業者規模

1～2人

3～4人

5～9人

事業所数(千店) 従業者数(千人)

10～19人

20～49人

年間販売額、従業者 人当たり年間販売額 下段：構成比 単位：％

合計

1～99人

100人以上

1～2人

3～4人

5～9人

10～19人

従業者規模

20～49人

50～99人

年間販売額(10億円) 従業者1人当たり年間販売額(万円)

資料：経済産業省「商業統計表」、総務省・経済産業省「平成 年経済センサス－活動調査」、総務省「平成

年経済センサス－基礎調査」

注 産業分類は、 年の数値については 年１月改訂の、 ～ 年の数値については 年 月改

訂の、 ～ 年の数値については 年 月改訂の、 年の数値については 年 月改訂の

もの、 年の数値については 年 月改訂のものに従っている。

年調査は、総務省「事業所・企業統計調査」との同時調査 調査票は両調査共通の簡易な様式 によっ

て既設の対象事業所の捕捉を行っていることから、それ以前の数値との連続性はない。

「事業所数」について、 年以前では「商店数」と表記されているが、内容に変更はない。

従業者 人当たり年間販売額における従業者は、代理商・仲立業を除いている。

年の事業所数、従業者数は 年 月 日現在の数値である。

注 事業所ベースである。四捨五入の関係から、「合計」項目と内訳の合計値が一致しない場合がある。

基本的に各年次「産業編」データより再集計している。

設備投資額とは、有形固定資産取得額に建設仮勘定の年間増減額を加えたものである。

工場と離れた本社の事業所がある場合には、その分の投資額は含まない。

付加価値額のうち、 年以前の従業者規模 ～ 人及び 年以降の従業者規模 人以下につい

ては、粗付加価値額を集計している。

年の数値は、「新潟県中越大震災に伴う 年捕捉調査」結果 一部推計を含む を加えたものである。

ただし、建設仮勘定の増減は未調査項目のため、取得額のみの数値としている。また、斜体表示の箇所は、

捕捉調査結果が秘匿となるため、本調査の数値を掲載した。このため、製造業計と内訳は一致しない。

調査項目を変更したことにより、 について、 年以降の「付加価値額」はそれ以前の数値とは接続

しない。

～ 年の工業統計表の数値が訂正されているため、中小企業白書 年版 以前の付属統計資料と

数値が異なっている。

各年の従業者数は 月 日現在の数値である。ただし、 年については 年 月 日現在の数値

である。

10表
卸売業の事業所数、従業者数、販売額
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表 小売業の事業所数、従業者数、販売額

 事業所数・従業者数 下段：構成比 単位：％

合計

1～2人

3～4人

5～9人

10～19人

従業者数(千人)
従業者規模

事業所数(千店)

20～49人

1～49人

50人以上

 年間販売額、従業者 人当たり年間販売額 下段：構成比 単位：％

合計

従業者規模

1～2人

従業者1人当たり年間販売額(万円)年間販売額(10億円)

1～49人

50人以上

3～4人

5～9人

10～19人

20～49人

資料：経済産業省「商業統計表」、総務省・経済産業省「平成 年経済センサス－活動調査」、総務省「平成

年経済センサス－基礎調査」

注 産業分類は、 年の数値については 年１月改訂の、 ～ 年の数値については 年 月

改訂の、 ～ 年の数値については 年 月改訂の、 年の数値については 年 月改

訂のもの、 年の数値については 年 月改訂のものに従っている。

年調査は、総務省「事業所・企業統計調査」との同時調査 調査票は両調査共通の簡易な様式 によっ

て既設の対象事業所の捕捉を行っていることから、それ以前の数値との連続性はない。

「事業所数」について、 年以前では「商店数」と表記されているが、内容に変更はない。

年の事業所数、従業者数は 年 月 日現在の数値である。

11表
小売業の事業所数、従業者数、販売額
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表 企業倒産状況

 企業倒産件数と負債金額 単位：件、億円

全体

資本金1億円未満

全体

資本金1億円未満

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年

 区分

件数

負債金額

 業種別の倒産件数と負債金額 単位：件、億円

件数

負債金額

件数

負債金額

件数

負債金額

件数

負債金額

件数

負債金額

件数

負債金額

件数

負債金額

件数

負債金額

その他

合計

建設業

製造業

商業

不動産業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年

 区分

金融・保険業

サービス業

 要因別倒産件数構成比 単位：％

既往のしわ寄せ

その他

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年

 区分

販売不振

放漫経営

連鎖倒産

資料： 株 東京商工リサーチ｢全国企業倒産白書｣

注 負債金額 万円以上の企業についてのみである。

は 年度より改訂業種コードによる集計。 年以前のデータは遡って修正はしない。

は小数点第 位以下で四捨五入の関係上、合計は必ずしも にならない。

表 小売業の事業所数、従業者数、販売額

 事業所数・従業者数 下段：構成比 単位：％

合計

1～2人

3～4人

5～9人

10～19人

従業者数(千人)
従業者規模

事業所数(千店)

20～49人

1～49人

50人以上

 年間販売額、従業者 人当たり年間販売額 下段：構成比 単位：％

合計

従業者規模

1～2人

従業者1人当たり年間販売額(万円)年間販売額(10億円)

1～49人

50人以上

3～4人

5～9人

10～19人

20～49人

資料：経済産業省「商業統計表」、総務省・経済産業省「平成 年経済センサス－活動調査」、総務省「平成

年経済センサス－基礎調査」

注 産業分類は、 年の数値については 年１月改訂の、 ～ 年の数値については 年 月

改訂の、 ～ 年の数値については 年 月改訂の、 年の数値については 年 月改

訂のもの、 年の数値については 年 月改訂のものに従っている。

年調査は、総務省「事業所・企業統計調査」との同時調査 調査票は両調査共通の簡易な様式 によっ

て既設の対象事業所の捕捉を行っていることから、それ以前の数値との連続性はない。

「事業所数」について、 年以前では「商店数」と表記されているが、内容に変更はない。

年の事業所数、従業者数は 年 月 日現在の数値である。

12表
企業倒産状況
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表 金融機関別中小企業向け貸出残高

単位：兆円

金融機関

国内銀行銀行勘定合計

国内銀行信託勘定他

信用金庫

信用組合

(株)商工組合中央金庫

(株)日本政策金融公庫(中小企業事業)

(株)日本政策金融公庫（国民生活事業)

金融機関

国内銀行銀行勘定合計

国内銀行信託勘定他

信用金庫

信用組合

(株)商工組合中央金庫

(株)日本政策金融公庫(中小企業事業)

(株)日本政策金融公庫（国民生活事業)

政府系金融機関等合計

中小企業向け総貸出残高

中小企業向け総貸出残高（信託勘定他を除く）

年

民間金融機関合計

民間金融機関合計（信託勘定他を除く）

政府系金融機関等合計

中小企業向け総貸出残高

中小企業向け総貸出残高（信託勘定他を除く）

年

民間金融機関合計

民間金融機関合計（信託勘定他を除く）

月

月

資料：日本銀行｢金融経済統計月報｣他より中小企業庁調べ

注 国内銀行勘定、国内銀行信託勘定他における中小企業向け貸出残高とは、資本金 億円 卸売業は 億円、

小売業、飲食店、サービス業は 万円 以下、又は常用従業員 人 卸売業、サービス業は 人、

小売業、飲食店は 人 以下の企業 法人及び個人企業 への貸出をいう。

国内銀行信託勘定他には 年 月より、海外店勘定 国内向け を含む。

信用金庫における中小企業向け貸出残高とは、個人、地方公共団体、海外円借款、国内店名義現地貸を除

く貸出残高。

信用組合における中小企業向け貸出残高とは、個人、地方公共団体などを含む総貸出残高。

株 日本政策金融公庫 中小企業事業 は、 年 月までの残高は、旧「中小企業金融公庫」の貸出残高。

貸出残高には、設備貸与貸付・投資育成会社への貸付残高は含まれていない。

株 日本政策金融公庫 国民生活事業 は、 年 月までの残高は、旧「国民生活金融公庫」の貸出残高。

年 月初時点での資料による。数字は遡及して改定される可能性がある。

13表
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表 中小企業 調査対象業種 の売上高及び営業費用

5人以下 6～20人 21～50人 51人以上

母集団企業数（社）

従業者数（人）

商品仕入原価 … …

材料費 … …

労務費 … …

外注費 … …

減価償却費 … …

その他の売上原価 … …

売上総利益

販売費及び一般管理費

人件費

地代家賃

水道光熱費 … …

運賃荷造費 … …

販売手数料 … …

広告宣伝費 … …

交際費 … …

減価償却費

従業員教育費 … …

租税公課

その他の経費

営業利益

営業外損益 … …

営業外収益 … …

営業外費用 … …

支払利息・割引料 … …

その他の費用 … …

経常利益（経常損失）

特別利益 … …

特別損失 … …

税引前当期純利益（税引前当期純損失） … …

税引後当期純利益（税引後当期純損失） … …

平成25年度決算

売上高

売上原価

合　　計

法人企業
個人企業計

資料：中小企業庁「中小企業実態基本調査」

注 本調査結果は、平成 年 月に実施した「平成 年中小企業実態基本調査 平成 年度決算実績 速報 」

の推計結果である。

母集団企業数は、経済センサス 活動調査 平成 年 をもとに、産業中分類・従業者規模別の開業、廃業、

規模移動等を考慮して、平成 年 月時点として想定している。

本調査結果は、日本標準産業分類 大分類 のうち、建設業、製造業、情報通信業、運輸業，郵便業 一部業

種を除く 、卸売業、小売業、不動産業，物品賃貸業、学術研究，専門・技術サービス業 一部業種を除く 、

宿泊業，飲食サービス業、生活関連サービス業，娯楽業、サービス業 他に分類されないもの 一部業種を

除く に属する企業 個人企業を含む。 に対して実施した実態調査をもとに、推計した結果である。

合計及び個人企業の販売費及び一般管理費の「その他の経費」には、水道光熱費、運賃荷造費、販売手数

料、広告宣伝費、交際費、従業員教育費を含む。

個人企業の経常利益は、事業専従者 家族従業員 の給与を控除する前の所得。

個人企業で調査していない項目は、不詳「…」とした。

表 金融機関別中小企業向け貸出残高

単位：兆円

金融機関

国内銀行銀行勘定合計

国内銀行信託勘定他

信用金庫

信用組合

(株)商工組合中央金庫

(株)日本政策金融公庫(中小企業事業)

(株)日本政策金融公庫（国民生活事業)

金融機関

国内銀行銀行勘定合計

国内銀行信託勘定他

信用金庫

信用組合

(株)商工組合中央金庫

(株)日本政策金融公庫(中小企業事業)

(株)日本政策金融公庫（国民生活事業)

政府系金融機関等合計

中小企業向け総貸出残高

中小企業向け総貸出残高（信託勘定他を除く）

年

民間金融機関合計

民間金融機関合計（信託勘定他を除く）

政府系金融機関等合計

中小企業向け総貸出残高

中小企業向け総貸出残高（信託勘定他を除く）

年

民間金融機関合計

民間金融機関合計（信託勘定他を除く）

月

月

資料：日本銀行｢金融経済統計月報｣他より中小企業庁調べ

注 国内銀行勘定、国内銀行信託勘定他における中小企業向け貸出残高とは、資本金 億円 卸売業は 億円、

小売業、飲食店、サービス業は 万円 以下、又は常用従業員 人 卸売業、サービス業は 人、

小売業、飲食店は 人 以下の企業 法人及び個人企業 への貸出をいう。

国内銀行信託勘定他には 年 月より、海外店勘定 国内向け を含む。

信用金庫における中小企業向け貸出残高とは、個人、地方公共団体、海外円借款、国内店名義現地貸を除

く貸出残高。

信用組合における中小企業向け貸出残高とは、個人、地方公共団体などを含む総貸出残高。

株 日本政策金融公庫 中小企業事業 は、 年 月までの残高は、旧「中小企業金融公庫」の貸出残高。

貸出残高には、設備貸与貸付・投資育成会社への貸付残高は含まれていない。

株 日本政策金融公庫 国民生活事業 は、 年 月までの残高は、旧「国民生活金融公庫」の貸出残高。

年 月初時点での資料による。数字は遡及して改定される可能性がある。

14表
中小企業（調査対象業種）の売上高及び営業費用
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表 中小企業の資産状況 貸借対照表

計 5人以下 6～20人 21～50人 51人以上

母集団企業数（社）

従業者数（人）

株式会社数（社）

株式譲渡制限を定めている株式会社数（社）

流動資産

現金・預金

受取手形・売掛金

有価証券

棚卸資産

その他の流動資産

固定資産

有形固定資産

建物・構築物・建物附属設備

機械装置

船舶、車両運搬具、工具・器具・備品

リース資産

土地

建設仮勘定

その他の有形固定資産

減価償却累計額 ▲ 14,613,185 ▲ 2,892,610 ▲ 3,093,293 ▲ 2,263,139 ▲ 6,364,143

無形固定資産

投資その他の資産

繰延資産

負債及び純資産

流動負債

支払手形・買掛金

短期借入金（金融機関）

短期借入金（金融機関以外）

リース債務

その他の流動負債

固定負債

社債

長期借入金（金融機関）

長期借入金（金融機関以外）

リース債務

その他の固定負債

株主資本

資本金

資本剰余金

利益剰余金

自己株式 ▲ 2,263,091 ▲ 516,955 ▲ 605,181 ▲ 313,337 ▲ 827,618

その他の純資産

合計　（法人企業）　
平成25年度決算

資　産

負　債

純資産

資料：中小企業庁「中小企業実態基本調査」

注 本調査結果は、平成 年 月に実施した「平成 年中小企業実態基本調査 平成 年度決算実績 速報

の推計結果である。

15表
中小企業の資産状況（貸借対照表）
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母集団企業数は、経済センサス 活動調査 平成 年 をもとに、産業中分類・従業者規模別の開業、廃業、

規模移動等を考慮して、平成 年 月時点として想定している。

本調査結果は、日本標準産業分類 大分類 のうち、建設業、製造業、情報通信業、運輸業，郵便業 一部業

種を除く 、卸売業、小売業、不動産業，物品賃貸業、学術研究，専門・技術サービス業 一部業種を除く 、

宿泊業，飲食サービス業、生活関連サービス業，娯楽業、サービス業 他に分類されないもの 一部業種を

除く に属する企業 個人企業を含む。 に対して実施した実態調査をもとに、推計した結果である。

表 中小企業の資産状況 貸借対照表

計 5人以下 6～20人 21～50人 51人以上

母集団企業数（社）

従業者数（人）

株式会社数（社）

株式譲渡制限を定めている株式会社数（社）

流動資産

現金・預金

受取手形・売掛金

有価証券

棚卸資産

その他の流動資産

固定資産

有形固定資産

建物・構築物・建物附属設備

機械装置

船舶、車両運搬具、工具・器具・備品

リース資産

土地

建設仮勘定

その他の有形固定資産

減価償却累計額 ▲ 14,613,185 ▲ 2,892,610 ▲ 3,093,293 ▲ 2,263,139 ▲ 6,364,143

無形固定資産

投資その他の資産

繰延資産

負債及び純資産

流動負債

支払手形・買掛金

短期借入金（金融機関）

短期借入金（金融機関以外）

リース債務

その他の流動負債

固定負債

社債

長期借入金（金融機関）

長期借入金（金融機関以外）

リース債務

その他の固定負債

株主資本

資本金

資本剰余金

利益剰余金

自己株式 ▲ 2,263,091 ▲ 516,955 ▲ 605,181 ▲ 313,337 ▲ 827,618

その他の純資産

合計　（法人企業）　
平成25年度決算

資　産

負　債

純資産

資料：中小企業庁「中小企業実態基本調査」

注 本調査結果は、平成 年 月に実施した「平成 年中小企業実態基本調査 平成 年度決算実績 速報

の推計結果である。
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表 法人企業の主要財務・損益状況と財務指標 中央値

 全産業 非一次産業

売上高

総資産

付加価値額

(うち人件費）

(うち支払利息）

従業員数（役員含む）

当座比率

自己資本比率

総資本営業利益率

売上高経常利益率

総資本回転率

借入金利子率

付加価値率

労働生産性

労働装備率

固定長期適合率

債務償還年数

大企業

財
務
・
損
益

主
要
財
務
指
標

中小企業

項目 年度

規模

 製造業

売上高

総資産

付加価値額

(うち人件費）

(うち支払利息）

従業員数（役員含む）

当座比率

自己資本比率

総資本営業利益率

売上高経常利益率

総資本回転率

借入金利子率

付加価値率

労働生産性

労働装備率

固定長期適合率

債務償還年数

大企業

財
務
・
損
益

主
要
財
務
指
標

中小企業

項目 年度

規模

 

16表
法人企業の主要財務・損益状況と財務指標（中央値）
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 卸・小売業

売上高

総資産

付加価値額

(うち人件費）

(うち支払利息）

従業員数（役員含む）

当座比率

自己資本比率

総資本営業利益率

売上高経常利益率

総資本回転率

借入金利子率

付加価値率

労働生産性

労働装備率

固定長期適合率

債務償還年数

大企業

財
務
・
損
益

主
要
財
務
指
標

中小企業

項目 年度

規模

 サービス業

売上高

総資産

付加価値額

(うち人件費）

(うち支払利息）

従業員数（役員含む）

当座比率

自己資本比率

総資本営業利益率

売上高経常利益率

総資本回転率

借入金利子率

付加価値率

労働生産性

労働装備率

固定長期適合率

債務償還年数

大企業

財
務
・
損
益

主
要
財
務
指
標

中小企業

項目 年度

規模

表 法人企業の主要財務・損益状況と財務指標 中央値

 全産業 非一次産業

売上高

総資産

付加価値額

(うち人件費）

(うち支払利息）

従業員数（役員含む）

当座比率

自己資本比率

総資本営業利益率

売上高経常利益率

総資本回転率

借入金利子率

付加価値率

労働生産性

労働装備率

固定長期適合率

債務償還年数

大企業

財
務
・
損
益

主
要
財
務
指
標

中小企業

項目 年度

規模

 製造業

売上高

総資産

付加価値額

(うち人件費）

(うち支払利息）

従業員数（役員含む）

当座比率

自己資本比率

総資本営業利益率

売上高経常利益率

総資本回転率

借入金利子率

付加価値率

労働生産性

労働装備率

固定長期適合率

債務償還年数

大企業

財
務
・
損
益

主
要
財
務
指
標

中小企業

項目 年度

規模
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 建設業

売上高

総資産

付加価値額

(うち人件費）

(うち支払利息）

従業員数（役員含む）

当座比率

自己資本比率

総資本営業利益率

売上高経常利益率

総資本回転率

借入金利子率

付加価値率

労働生産性

労働装備率

固定長期適合率

債務償還年数

大企業

財
務
・
損
益

主
要
財
務
指
標

中小企業

項目 年度

規模

資料：財務省「法人企業統計年報」再編加工

注 中小企業：資本金 億円以下又は常用雇用者 人以下 卸売業、サービス業は 人以下、小売業、飲食

店は 人以下 又は資本金 億円以下 卸売業は 億円以下、小売業、サービス業は 万円以下 の

企業を中小企業とする。ただし、 年については、製造業のうちゴム製品製造業については資本金

億円以下又は常用雇用者 人以下、サービス業のうちソフトウェア業及び情報処理・提供サービス業

については資本金 億円以下又は常用雇用者 人以下、旅館，ホテルについては資本金 万円以

下又は常用雇用者 人以下を中小企業としている。

大企業：中小企業以外の企業。

中小企業及び大企業とも法人企業に限る。

付加価値額＝営業純益＋人件費 役員給与、役員賞与、従業員給与、従業員賞与、福利厚生費 ＋

支払利息等＋動産・不動産賃借料＋租税公課当座比率＝当座資産／流動負債×

当座資産＝現金・預金＋売上債権

自己資本比率＝自己資本／総資本×

総資本営業利益率＝営業利益／総資本 期首・期末平均 ×

売上高経常利益率＝経常利益／売上高×

総資本回転率＝売上高／総資本 期首・期末平均

借入金利子率＝支払利息等／短期・長期借入金＋社債＋受取手形割引高 期首・期末平均 ×

付加価値率＝付加価値額／売上高×

労働生産性＝付加価値額／従業員数

労働装備率＝有形固定資産 建設仮勘定を除く、期首・期末平均 ／従業員数
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固定長期適合率＝固定資産／固定負債＋自己資本×

債務償還年数＝ 短期・長期借入金＋社債 期首・期末平均 ／ 経常利益× ％＋減価償却費＋

特別減価償却費－役員賞与－中間配当額－配当金

売上高、総資産、付加価値額 うち人件費、支払利息・割引料 、労働生産性、労働装備率は万円単位。従

業員数 役員含む は人単位。

債務償還年数については年単位。

その他財務営業比率については％表示している。

各数値は、標本における中央値である。

固定長期適合率については、分母が 以下となる企業は固定長期適合率は無限大として集計している。

債務償還年数については、分母が 以下となる企業は債務償還年数が 万年として集計している。

 建設業

売上高

総資産

付加価値額

(うち人件費）

(うち支払利息）

従業員数（役員含む）

当座比率

自己資本比率

総資本営業利益率

売上高経常利益率

総資本回転率

借入金利子率

付加価値率

労働生産性

労働装備率

固定長期適合率

債務償還年数

大企業

財
務
・
損
益

主
要
財
務
指
標

中小企業

項目 年度

規模

資料：財務省「法人企業統計年報」再編加工

注 中小企業：資本金 億円以下又は常用雇用者 人以下 卸売業、サービス業は 人以下、小売業、飲食

店は 人以下 又は資本金 億円以下 卸売業は 億円以下、小売業、サービス業は 万円以下 の

企業を中小企業とする。ただし、 年については、製造業のうちゴム製品製造業については資本金

億円以下又は常用雇用者 人以下、サービス業のうちソフトウェア業及び情報処理・提供サービス業

については資本金 億円以下又は常用雇用者 人以下、旅館，ホテルについては資本金 万円以

下又は常用雇用者 人以下を中小企業としている。

大企業：中小企業以外の企業。

中小企業及び大企業とも法人企業に限る。

付加価値額＝営業純益＋人件費 役員給与、役員賞与、従業員給与、従業員賞与、福利厚生費 ＋

支払利息等＋動産・不動産賃借料＋租税公課当座比率＝当座資産／流動負債×

当座資産＝現金・預金＋売上債権

自己資本比率＝自己資本／総資本×

総資本営業利益率＝営業利益／総資本 期首・期末平均 ×

売上高経常利益率＝経常利益／売上高×

総資本回転率＝売上高／総資本 期首・期末平均

借入金利子率＝支払利息等／短期・長期借入金＋社債＋受取手形割引高 期首・期末平均 ×

付加価値率＝付加価値額／売上高×

労働生産性＝付加価値額／従業員数

労働装備率＝有形固定資産 建設仮勘定を除く、期首・期末平均 ／従業員数
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表 小規模企業の主要財務・損益状況と財務指標 中央値

 全産業

売上高

総資産

付加価値額

(うち人件費）

(うち支払利息）

従業員数（役員含む）

当座比率

自己資本比率

総資本営業利益率

売上高経常利益率

総資本回転率

借入金利子率

付加価値率

労働生産性

労働装備率

固定長期適合率

債務償還年数

主
要
財
務
指
標

財
務
・
損
益

中小企業

項目 年度

規模

 製造業

売上高

総資産

付加価値額

(うち人件費）

(うち支払利息）

従業員数（役員含む）

当座比率

自己資本比率

総資本営業利益率 ▲ 0.4

売上高経常利益率

総資本回転率

借入金利子率

付加価値率

労働生産性

労働装備率

固定長期適合率

債務償還年数

主
要
財
務
指
標

財
務
・
損
益

中小企業

項目 年度

規模

 
 
 

17表
小規模企業の主要財務・損益状況と財務指標（中央値）
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 卸・小売業

売上高

総資産

付加価値額

(うち人件費）

(うち支払利息）

従業員数（役員含む）

当座比率

自己資本比率

総資本営業利益率 ▲ 0.7

売上高経常利益率

総資本回転率

借入金利子率

付加価値率

労働生産性

労働装備率

固定長期適合率

債務償還年数

主
要
財
務
指
標

財
務
・
損
益

中小企業

項目 年度

規模

 サービス業

売上高

総資産

付加価値額

(うち人件費）

(うち支払利息）

従業員数（役員含む）

当座比率

自己資本比率

総資本営業利益率

売上高経常利益率

総資本回転率

借入金利子率

付加価値率

労働生産性

労働装備率

固定長期適合率

債務償還年数

主
要
財
務
指
標

財
務
・
損
益

中小企業

項目 年度

規模

項目

表 小規模企業の主要財務・損益状況と財務指標 中央値

 全産業

売上高

総資産

付加価値額

(うち人件費）

(うち支払利息）

従業員数（役員含む）

当座比率

自己資本比率

総資本営業利益率

売上高経常利益率

総資本回転率

借入金利子率

付加価値率

労働生産性

労働装備率

固定長期適合率

債務償還年数

主
要
財
務
指
標

財
務
・
損
益

中小企業

項目 年度

規模

 製造業

売上高

総資産

付加価値額

(うち人件費）

(うち支払利息）

従業員数（役員含む）

当座比率

自己資本比率

総資本営業利益率 ▲ 0.4

売上高経常利益率

総資本回転率

借入金利子率

付加価値率

労働生産性

労働装備率

固定長期適合率

債務償還年数

主
要
財
務
指
標

財
務
・
損
益

中小企業

項目 年度

規模
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 建設業

売上高

総資産

付加価値額

(うち人件費）

(うち支払利息）

従業員数（役員含む）

当座比率

自己資本比率

総資本営業利益率

売上高経常利益率

総資本回転率

借入金利子率

付加価値率

労働生産性

労働装備率

固定長期適合率

債務償還年数

主
要
財
務
指
標

財
務
・
損
益

中小企業

項目 年度

規模

資料：財務省「法人企業統計年報」再編加工

注 小規模企業：中小企業のうち常用雇用者 人以下 卸売業、小売業、飲食店、サービス業 ただし、 年

は宿泊業、娯楽業を除く は 人以下 の企業。法人企業に限る。

付加価値額＝営業利益＋人件費 役員給与、役員賞与、従業員給与、従業員賞与、福利厚生費 ＋

支払利息等＋動産・不動産賃借料＋租税公課

当座比率＝当座資産／流動負債×

当座資産＝現金・預金＋売上債権

自己資本比率＝自己資本／総資本×

総資本営業利益率＝営業利益／総資本 期首・期末平均 ×

売上高経常利益率＝経常利益／売上高×

総資本回転率＝売上高／総資本 期首・期末平均

借入金利子率＝支払利息等／短期・長期借入金＋社債＋受取手形割引高 期首・期末平均 ×

付加価値率＝付加価値額／売上高×

労働生産性＝付加価値額／従業員数

労働装備率＝有形固定資産 建設仮勘定を除く、期首・期末平均 ／従業員数

固定長期適合率＝固定資産／固定負債＋自己資本×

売上高・総資産・付加価値額 うち人件費、支払利息等 ・労働生産性・労働装備率は万円単位。

従業員数 役員含む は人単位。

その他財務営業比率については％表示している。

各数値は、標本における中央値である。

固定長期適合率については、分母が 以下となる企業は固定長期適合率は無限大として集計している。

債務償還年数については分母が 以下となる企業は債務償還年数が 万年として集計している。
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表 都道府県別業況判断ＤＩ

全産業 前期比 季節調整値

2016年

7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月

▲ 17.8 ▲ 13.6 ▲ 12.4 ▲ 23.4 ▲ 18.5 ▲ 19.1 ▲ 17.8 ▲ 18.7 ▲ 15.5 ▲ 15.1 ▲ 18.1 ▲ 3.0

▲ 12.8 ▲ 11.2 ▲ 13.4 ▲ 18.1 ▲ 17.1 ▲ 16.8 ▲ 16.4 ▲ 18.2 ▲ 15.9 ▲ 17.7 ▲ 23.4 ▲ 5.7

▲ 11.8 ▲ 8.2 ▲ 14.8 ▲ 16.2 ▲ 15.4 ▲ 15.0 ▲ 14.9 ▲ 17.9 ▲ 16.9 ▲ 18.3 ▲ 25.6 ▲ 7.3

▲ 14.5 ▲ 12.7 ▲ 10.6 ▲ 14.3 ▲ 15.4 ▲ 17.6 ▲ 15.0 ▲ 11.4 ▲ 20.3 ▲ 19.0 ▲ 20.6 ▲ 1.6

十勝･釧路･根室 ▲ 15.3 ▲ 19.8 ▲ 9.4 ▲ 29.7 ▲ 25.4 ▲ 22.2 ▲ 19.6 ▲ 27.4 ▲ 9.5 ▲ 14.0 ▲ 17.1 ▲ 3.1

東　北 ▲ 18.2 ▲ 14.1 ▲ 15.7 ▲ 25.6 ▲ 20.0 ▲ 22.7 ▲ 21.6 ▲ 21.4 ▲ 19.0 ▲ 20.7 ▲ 22.3 ▲ 1.6

青森県 ▲ 16.0 ▲ 17.0 ▲ 12.5 ▲ 25.0 ▲ 28.2 ▲ 24.1 ▲ 26.0 ▲ 19.1 ▲ 21.7 ▲ 24.1 ▲ 28.2 ▲ 4.1

岩手県 ▲ 14.9 ▲ 12.9 ▲ 15.4 ▲ 20.6 ▲ 18.9 ▲ 17.7 ▲ 16.9 ▲ 17.4 ▲ 17.9 ▲ 23.8 ▲ 16.6

宮城県 ▲ 22.2 ▲ 18.5 ▲ 19.5 ▲ 24.3 ▲ 20.2 ▲ 26.3 ▲ 23.6 ▲ 23.0 ▲ 16.8 ▲ 21.0 ▲ 17.1

秋田県 ▲ 23.6 ▲ 14.6 ▲ 17.1 ▲ 32.0 ▲ 24.4 ▲ 25.3 ▲ 28.9 ▲ 26.6 ▲ 20.5 ▲ 26.4 ▲ 21.1

山形県 ▲ 17.5 ▲ 10.0 ▲ 12.2 ▲ 17.5 ▲ 16.0 ▲ 20.8 ▲ 14.5 ▲ 16.6 ▲ 19.4 ▲ 15.3 ▲ 23.9 ▲ 8.6

福島県 ▲ 19.9 ▲ 13.2 ▲ 16.6 ▲ 27.1 ▲ 19.9 ▲ 22.5 ▲ 18.9 ▲ 20.7 ▲ 20.6 ▲ 16.8 ▲ 24.2 ▲ 7.4

関　東 ▲ 18.6 ▲ 14.2 ▲ 15.0 ▲ 21.1 ▲ 17.8 ▲ 17.9 ▲ 15.6 ▲ 18.3 ▲ 16.0 ▲ 14.7 ▲ 16.7 ▲ 2.0

茨城県 ▲ 20.6 ▲ 18.5 ▲ 15.0 ▲ 18.5 ▲ 18.1 ▲ 17.3 ▲ 17.3 ▲ 16.4 ▲ 10.0 ▲ 18.5 ▲ 17.4

栃木県 ▲ 16.3 ▲ 16.6 ▲ 17.4 ▲ 19.9 ▲ 20.7 ▲ 17.6 ▲ 18.1 ▲ 15.0 ▲ 20.5 ▲ 14.1 ▲ 20.9 ▲ 6.8

群馬県 ▲ 18.3 ▲ 13.5 ▲ 14.1 ▲ 18.6 ▲ 13.6 ▲ 20.7 ▲ 15.2 ▲ 20.6 ▲ 15.1 ▲ 15.3 ▲ 16.6 ▲ 1.3

埼玉県 ▲ 20.3 ▲ 11.7 ▲ 10.8 ▲ 15.8 ▲ 12.5 ▲ 14.4 ▲ 10.5 ▲ 12.9 ▲ 15.2 ▲ 10.5 ▲ 17.9 ▲ 7.4

千葉県 ▲ 22.6 ▲ 12.6 ▲ 17.4 ▲ 15.9 ▲ 20.4 ▲ 21.3 ▲ 15.1 ▲ 21.6 ▲ 13.9 ▲ 12.3 ▲ 12.2

東京都 ▲ 11.1 ▲ 8.7 ▲ 10.3 ▲ 18.1 ▲ 13.8 ▲ 11.9 ▲ 11.6 ▲ 11.9 ▲ 13.7 ▲ 10.8 ▲ 10.6

神奈川県 ▲ 15.7 ▲ 16.9 ▲ 17.2 ▲ 20.5 ▲ 15.0 ▲ 14.7 ▲ 12.9 ▲ 10.3 ▲ 15.2 ▲ 11.6 ▲ 12.8 ▲ 1.2

新潟県 ▲ 19.9 ▲ 15.4 ▲ 17.0 ▲ 27.0 ▲ 21.3 ▲ 22.9 ▲ 23.7 ▲ 26.3 ▲ 19.4 ▲ 19.4 ▲ 25.0 ▲ 5.6

山梨県 ▲ 23.0 ▲ 18.1 ▲ 23.4 ▲ 22.7 ▲ 23.2 ▲ 21.2 ▲ 13.1 ▲ 18.6 ▲ 14.1 ▲ 20.2 ▲ 20.9 ▲ 0.7

長野県 ▲ 20.2 ▲ 17.8 ▲ 17.7 ▲ 23.2 ▲ 21.0 ▲ 21.8 ▲ 19.4 ▲ 20.4 ▲ 22.9 ▲ 20.9 ▲ 17.9

静岡県 ▲ 16.9 ▲ 13.5 ▲ 14.2 ▲ 25.2 ▲ 17.1 ▲ 17.5 ▲ 16.6 ▲ 22.8 ▲ 13.4 ▲ 10.2 ▲ 15.3 ▲ 5.1

中　部 ▲ 14.7 ▲ 11.3 ▲ 10.4 ▲ 23.2 ▲ 18.9 ▲ 19.5 ▲ 17.0 ▲ 17.8 ▲ 16.5 ▲ 14.1 ▲ 19.6 ▲ 5.5

富山県 ▲ 11.7 ▲ 9.1 ▲ 11.7 ▲ 14.2 ▲ 13.1 ▲ 15.3 ▲ 11.2 ▲ 10.4 ▲ 17.6 ▲ 16.4 ▲ 15.0

石川県 ▲ 12.9 ▲ 5.5 ▲ 4.1 ▲ 28.1 ▲ 20.2 ▲ 18.7 ▲ 12.2 ▲ 9.1 ▲ 15.0 ▲ 9.8 ▲ 15.9 ▲ 6.1

岐阜県 ▲ 19.2 ▲ 14.5 ▲ 8.3 ▲ 25.4 ▲ 22.1 ▲ 22.5 ▲ 18.1 ▲ 20.4 ▲ 20.2 ▲ 18.4 ▲ 22.9 ▲ 4.5

愛知県 ▲ 12.4 ▲ 11.5 ▲ 10.4 ▲ 18.7 ▲ 16.2 ▲ 16.4 ▲ 14.5 ▲ 14.3 ▲ 12.0 ▲ 9.3 ▲ 14.8 ▲ 5.5

三重県 ▲ 18.4 ▲ 13.5 ▲ 15.7 ▲ 26.7 ▲ 25.2 ▲ 25.5 ▲ 26.9 ▲ 24.8 ▲ 20.7 ▲ 19.2 ▲ 27.4 ▲ 8.2

近　畿 ▲ 18.6 ▲ 12.8 ▲ 7.9 ▲ 22.3 ▲ 15.5 ▲ 18.1 ▲ 17.1 ▲ 17.6 ▲ 15.2 ▲ 15.2 ▲ 16.5 ▲ 1.3

福井県 ▲ 18.3 ▲ 9.4 ▲ 9.2 ▲ 17.8 ▲ 12.6 ▲ 15.2 ▲ 18.0 ▲ 15.0 ▲ 13.4 ▲ 13.4 ▲ 17.5 ▲ 4.1

滋賀県 ▲ 16.8 ▲ 10.8 ▲ 0.4 ▲ 10.3 ▲ 18.0 ▲ 19.4 ▲ 16.5 ▲ 15.8 ▲ 14.9 ▲ 16.8 ▲ 15.5

京都府 ▲ 22.7 ▲ 16.0 ▲ 7.3 ▲ 18.2 ▲ 15.6 ▲ 18.5 ▲ 22.0 ▲ 23.7 ▲ 13.7 ▲ 15.1 ▲ 20.5 ▲ 5.4

大阪府 ▲ 16.5 ▲ 11.8 ▲ 6.6 ▲ 23.6 ▲ 15.3 ▲ 17.5 ▲ 16.9 ▲ 17.4 ▲ 16.0 ▲ 15.6 ▲ 19.4 ▲ 3.8

兵庫県 ▲ 19.6 ▲ 10.4 ▲ 11.1 ▲ 21.7 ▲ 15.1 ▲ 15.3 ▲ 9.4 ▲ 9.7 ▲ 12.3 ▲ 9.5 ▲ 12.8 ▲ 3.3

奈良県 ▲ 21.5 ▲ 17.5 ▲ 13.2 ▲ 23.0 ▲ 14.7 ▲ 23.5 ▲ 24.4 ▲ 20.1 ▲ 15.1 ▲ 18.5 ▲ 19.4 ▲ 0.9

和歌山県 ▲ 20.7 ▲ 17.2 ▲ 12.5 ▲ 27.9 ▲ 21.4 ▲ 19.3 ▲ 23.9 ▲ 16.4 ▲ 22.8 ▲ 20.8 ▲ 16.3

中　国 ▲ 20.5 ▲ 16.5 ▲ 16.1 ▲ 22.9 ▲ 21.6 ▲ 22.8 ▲ 20.4 ▲ 17.6 ▲ 16.3 ▲ 17.0 ▲ 19.3 ▲ 2.3

鳥取県 ▲ 16.5 ▲ 15.4 ▲ 15.0 ▲ 24.4 ▲ 16.0 ▲ 26.3 ▲ 26.1 ▲ 15.6 ▲ 13.6 ▲ 15.7 ▲ 17.8 ▲ 2.1

島根県 ▲ 13.1 ▲ 4.8 ▲ 5.4 ▲ 24.8 ▲ 18.2 ▲ 24.2 ▲ 18.0 ▲ 17.1 ▲ 9.7 ▲ 22.3 ▲ 14.2

岡山県 ▲ 30.4 ▲ 26.4 ▲ 23.7 ▲ 22.4 ▲ 24.0 ▲ 19.9 ▲ 18.1 ▲ 18.4 ▲ 18.2 ▲ 17.6 ▲ 21.1 ▲ 3.5

広島県 ▲ 17.9 ▲ 17.2 ▲ 15.4 ▲ 22.5 ▲ 23.3 ▲ 19.9 ▲ 20.9 ▲ 17.6 ▲ 15.1 ▲ 9.2 ▲ 20.5 ▲ 11.3

山口県 ▲ 21.5 ▲ 17.7 ▲ 18.7 ▲ 24.4 ▲ 21.9 ▲ 24.7 ▲ 19.8 ▲ 20.0 ▲ 20.8 ▲ 20.6 ▲ 21.5 ▲ 0.9

四　国 ▲ 20.2 ▲ 16.7 ▲ 11.9 ▲ 26.7 ▲ 20.8 ▲ 21.7 ▲ 19.0 ▲ 18.1 ▲ 17.9 ▲ 19.5 ▲ 18.5

徳島県 ▲ 9.6 ▲ 12.7 ▲ 8.0 ▲ 26.3 ▲ 17.3 ▲ 22.1 ▲ 11.5 ▲ 15.0 ▲ 13.3 ▲ 19.0 ▲ 15.5

香川県 ▲ 19.5 ▲ 16.4 ▲ 17.1 ▲ 28.5 ▲ 16.6 ▲ 21.3 ▲ 24.3 ▲ 22.3 ▲ 17.5 ▲ 15.8 ▲ 24.6 ▲ 8.8

愛媛県 ▲ 26.0 ▲ 22.5 ▲ 16.8 ▲ 25.1 ▲ 24.6 ▲ 22.9 ▲ 25.8 ▲ 18.7 ▲ 24.1 ▲ 21.6 ▲ 21.9 ▲ 0.3

高知県 ▲ 22.2 ▲ 12.1 ▲ 9.9 ▲ 24.0 ▲ 21.4 ▲ 18.4 ▲ 17.9 ▲ 12.1 ▲ 11.4 ▲ 21.1 ▲ 15.4

九州・沖縄 ▲ 17.6 ▲ 13.6 ▲ 9.2 ▲ 23.3 ▲ 19.8 ▲ 18.7 ▲ 19.5 ▲ 17.5 ▲ 12.1 ▲ 11.0 ▲ 14.8 ▲ 3.8

福岡県 ▲ 20.5 ▲ 16.1 ▲ 10.8 ▲ 23.1 ▲ 21.5 ▲ 18.1 ▲ 19.1 ▲ 21.6 ▲ 16.7 ▲ 13.9 ▲ 15.3 ▲ 1.4

佐賀県 ▲ 17.1 ▲ 13.1 ▲ 11.4 ▲ 31.0 ▲ 24.4 ▲ 27.7 ▲ 27.9 ▲ 19.6 ▲ 13.2 ▲ 19.5 ▲ 14.0

長崎県 ▲ 24.4 ▲ 18.0 ▲ 11.3 ▲ 25.7 ▲ 22.3 ▲ 22.9 ▲ 22.3 ▲ 19.8 ▲ 15.0 ▲ 11.1 ▲ 17.7 ▲ 6.6

熊本県 ▲ 15.1 ▲ 13.9 ▲ 8.4 ▲ 16.4 ▲ 18.6 ▲ 19.7 ▲ 22.4 ▲ 14.7 ▲ 8.1 ▲ 3.5 ▲ 16.5 ▲ 13.0

大分県 ▲ 23.9 ▲ 11.9 ▲ 15.2 ▲ 29.7 ▲ 27.7 ▲ 25.6 ▲ 26.3 ▲ 21.9 ▲ 21.3 ▲ 21.2 ▲ 25.0 ▲ 3.8

宮崎県 ▲ 21.5 ▲ 15.3 ▲ 12.5 ▲ 24.7 ▲ 20.1 ▲ 16.2 ▲ 23.6 ▲ 13.3 ▲ 9.6 ▲ 9.8 ▲ 11.9 ▲ 2.1

鹿児島県 ▲ 14.3 ▲ 12.9 ▲ 13.1 ▲ 21.2 ▲ 21.5 ▲ 19.3 ▲ 22.6 ▲ 13.9 ▲ 10.2 ▲ 11.2 ▲ 20.5 ▲ 9.3

沖縄県 ▲ 5.9 ▲ 2.7 ▲ 1.0 ▲ 1.1 ▲ 1.8 ▲ 8.6

全　国

北海道

道南・道央

道北･ｵﾎｰﾂｸ

前期差都道府県
2013年 2014年 2015年

 建設業

売上高

総資産

付加価値額

(うち人件費）

(うち支払利息）

従業員数（役員含む）

当座比率

自己資本比率

総資本営業利益率

売上高経常利益率

総資本回転率

借入金利子率

付加価値率

労働生産性

労働装備率

固定長期適合率

債務償還年数

主
要
財
務
指
標

財
務
・
損
益

中小企業

項目 年度

規模

資料：財務省「法人企業統計年報」再編加工

注 小規模企業：中小企業のうち常用雇用者 人以下 卸売業、小売業、飲食店、サービス業 ただし、 年

は宿泊業、娯楽業を除く は 人以下 の企業。法人企業に限る。

付加価値額＝営業利益＋人件費 役員給与、役員賞与、従業員給与、従業員賞与、福利厚生費 ＋

支払利息等＋動産・不動産賃借料＋租税公課

当座比率＝当座資産／流動負債×

当座資産＝現金・預金＋売上債権

自己資本比率＝自己資本／総資本×

総資本営業利益率＝営業利益／総資本 期首・期末平均 ×

売上高経常利益率＝経常利益／売上高×

総資本回転率＝売上高／総資本 期首・期末平均

借入金利子率＝支払利息等／短期・長期借入金＋社債＋受取手形割引高 期首・期末平均 ×

付加価値率＝付加価値額／売上高×

労働生産性＝付加価値額／従業員数

労働装備率＝有形固定資産 建設仮勘定を除く、期首・期末平均 ／従業員数

固定長期適合率＝固定資産／固定負債＋自己資本×

売上高・総資産・付加価値額 うち人件費、支払利息等 ・労働生産性・労働装備率は万円単位。

従業員数 役員含む は人単位。

その他財務営業比率については％表示している。

各数値は、標本における中央値である。

固定長期適合率については、分母が 以下となる企業は固定長期適合率は無限大として集計している。

債務償還年数については分母が 以下となる企業は債務償還年数が 万年として集計している。

18表
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製造業 前期比 季節調整値

2016年

7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月

▲ 13.9 ▲ 6.6 ▲ 4.4 ▲ 18.6 ▲ 12.0 ▲ 14.1 ▲ 14.1 ▲ 15.6 ▲ 12.8 ▲ 12.9 ▲ 16.8 ▲ 3.9

▲ 9.5 ▲ 4.5 ▲ 7.7 ▲ 4.9 ▲ 13.1 ▲ 11.5 ▲ 8.1 ▲ 7.7 ▲ 10.9 ▲ 13.1 ▲ 23.5 ▲ 10.4

▲ 6.2 ▲ 5.2 ▲ 3.2 ▲ 8.4 ▲ 8.5 ▲ 9.5 ▲ 6.0 ▲ 8.5 ▲ 9.7 ▲ 24.6 ▲ 14.9

▲ 10.1 ▲ 7.9 ▲ 13.9 ▲ 11.0 ▲ 16.2 ▲ 14.1 ▲ 7.6 ▲ 21.2 ▲ 21.3 ▲ 18.0

十勝･釧路･根室 ▲ 23.2 ▲ 28.0 ▲ 9.0 ▲ 6.5 ▲ 30.3 ▲ 21.9 ▲ 21.2 ▲ 17.6 ▲ 8.6 ▲ 15.6 ▲ 20.9 ▲ 5.3

東　北 ▲ 13.2 ▲ 8.6 ▲ 6.7 ▲ 26.3 ▲ 9.4 ▲ 16.8 ▲ 16.3 ▲ 17.2 ▲ 18.6 ▲ 18.9 ▲ 19.6 ▲ 0.7

青森県 ▲ 8.9 ▲ 14.1 ▲ 9.7 ▲ 32.6 ▲ 18.9 ▲ 33.9 ▲ 30.2 ▲ 16.6 ▲ 21.6 ▲ 2.9 ▲ 37.4 ▲ 34.5

岩手県 ▲ 0.8 ▲ 0.2 ▲ 15.7 ▲ 2.7 ▲ 9.0 ▲ 10.9 ▲ 6.5 ▲ 24.6 ▲ 15.2

宮城県 ▲ 25.5 ▲ 18.3 ▲ 17.5 ▲ 32.3 ▲ 0.5 ▲ 12.9 ▲ 16.3 ▲ 25.9 ▲ 25.0 ▲ 25.1 ▲ 23.0

秋田県 ▲ 20.7 ▲ 12.3 ▲ 15.7 ▲ 25.5 ▲ 21.3 ▲ 18.9 ▲ 15.1 ▲ 16.9 ▲ 16.4 ▲ 24.3 ▲ 11.2

山形県 ▲ 17.7 ▲ 3.9 ▲ 16.7 ▲ 22.1 ▲ 19.1 ▲ 12.5 ▲ 3.3 ▲ 16.5 ▲ 18.1 ▲ 23.6 ▲ 5.5

福島県 ▲ 13.6 ▲ 6.9 ▲ 14.0 ▲ 27.0 ▲ 8.5 ▲ 16.9 ▲ 17.9 ▲ 18.8 ▲ 34.2 ▲ 19.5 ▲ 14.7

関　東 ▲ 16.1 ▲ 7.3 ▲ 5.7 ▲ 16.1 ▲ 10.1 ▲ 9.8 ▲ 12.5 ▲ 16.7 ▲ 13.1 ▲ 12.4 ▲ 17.6 ▲ 5.2

茨城県 ▲ 17.4 ▲ 13.5 ▲ 5.5 ▲ 6.3 ▲ 7.4 ▲ 9.0 ▲ 14.8 ▲ 7.6 ▲ 2.7 ▲ 17.9 ▲ 12.4

栃木県 ▲ 9.5 ▲ 6.8 ▲ 6.7 ▲ 13.9 ▲ 9.1 ▲ 0.5 ▲ 9.7 ▲ 19.4 ▲ 21.7 ▲ 9.6 ▲ 17.7 ▲ 8.1

群馬県 ▲ 20.8 ▲ 10.4 ▲ 5.0 ▲ 19.3 ▲ 5.3 ▲ 12.2 ▲ 11.8 ▲ 21.3 ▲ 9.9 ▲ 10.1 ▲ 16.5 ▲ 6.4

埼玉県 ▲ 30.0 ▲ 2.2 ▲ 9.5 ▲ 15.0 ▲ 5.0 ▲ 18.0 ▲ 18.4 ▲ 12.9 ▲ 13.0 ▲ 1.9 ▲ 19.6 ▲ 17.7

千葉県 ▲ 18.7 ▲ 1.6 ▲ 2.2 ▲ 6.2 ▲ 15.5 ▲ 17.4 ▲ 4.9 ▲ 23.8 ▲ 0.2 ▲ 15.3 ▲ 2.1

東京都 ▲ 10.3 ▲ 6.4 ▲ 2.9 ▲ 13.8 ▲ 6.5 ▲ 6.3 ▲ 16.4 ▲ 14.9 ▲ 16.5 ▲ 13.8 ▲ 22.9 ▲ 9.1

神奈川県 ▲ 11.1 ▲ 10.2 ▲ 9.8 ▲ 11.1 ▲ 17.6 ▲ 1.1 ▲ 4.1 ▲ 4.9 ▲ 6.8 ▲ 18.0 ▲ 19.5 ▲ 1.5

新潟県 ▲ 11.9 ▲ 8.9 ▲ 0.8 ▲ 26.1 ▲ 8.3 ▲ 8.6 ▲ 14.5 ▲ 22.9 ▲ 14.9 ▲ 11.8 ▲ 18.5 ▲ 6.7

山梨県 ▲ 22.3 ▲ 1.2 ▲ 7.4 ▲ 17.3 ▲ 11.7 ▲ 11.8 ▲ 7.1 ▲ 11.4 ▲ 6.2 ▲ 15.8 ▲ 22.4 ▲ 6.6

長野県 ▲ 17.2 ▲ 10.3 ▲ 10.8 ▲ 12.5 ▲ 17.2 ▲ 11.8 ▲ 5.2 ▲ 21.6 ▲ 34.2 ▲ 17.5 ▲ 18.6 ▲ 1.1

静岡県 ▲ 14.6 ▲ 5.6 ▲ 3.2 ▲ 24.4 ▲ 13.4 ▲ 13.2 ▲ 16.1 ▲ 23.8 ▲ 10.6 ▲ 6.6 ▲ 13.0 ▲ 6.4

中　部 ▲ 7.3 ▲ 3.4 ▲ 1.7 ▲ 20.0 ▲ 11.2 ▲ 14.5 ▲ 14.5 ▲ 15.7 ▲ 15.4 ▲ 14.4 ▲ 16.0 ▲ 1.6

富山県 ▲ 2.3 ▲ 7.4 ▲ 8.6 ▲ 12.4 ▲ 8.8 ▲ 11.3 ▲ 18.6 ▲ 24.9 ▲ 7.9

石川県 ▲ 2.3 ▲ 19.4 ▲ 0.8 ▲ 16.2 ▲ 4.5 ▲ 4.5 ▲ 9.3 ▲ 14.9 ▲ 5.6

岐阜県 ▲ 10.7 ▲ 6.3 ▲ 20.0 ▲ 9.4 ▲ 14.8 ▲ 10.1 ▲ 21.4 ▲ 16.4 ▲ 11.3 ▲ 20.7 ▲ 9.4

愛知県 ▲ 9.2 ▲ 8.3 ▲ 8.8 ▲ 18.1 ▲ 14.3 ▲ 15.3 ▲ 14.8 ▲ 10.8 ▲ 17.1 ▲ 11.4 ▲ 16.8 ▲ 5.4

三重県 ▲ 12.8 ▲ 1.2 ▲ 4.4 ▲ 29.6 ▲ 22.3 ▲ 23.7 ▲ 23.4 ▲ 21.8 ▲ 15.5 ▲ 18.7 ▲ 18.0

近　畿 ▲ 14.4 ▲ 4.7 ▲ 11.3 ▲ 4.9 ▲ 12.1 ▲ 13.9 ▲ 13.7 ▲ 8.8 ▲ 11.9 ▲ 12.9 ▲ 1.0

福井県 ▲ 11.5 ▲ 0.9 ▲ 11.1 ▲ 9.7 ▲ 16.5 ▲ 6.5 ▲ 17.1 ▲ 14.1

滋賀県 ▲ 27.7 ▲ 19.0 ▲ 0.9 ▲ 6.7 ▲ 9.9 ▲ 12.4 ▲ 20.9 ▲ 10.1 ▲ 21.8 ▲ 9.9

京都府 ▲ 18.9 ▲ 5.0 ▲ 13.6 ▲ 12.8 ▲ 13.1 ▲ 26.6 ▲ 24.9 ▲ 10.6 ▲ 22.4 ▲ 11.8

大阪府 ▲ 7.7 ▲ 2.6 ▲ 11.8 ▲ 4.7 ▲ 10.0 ▲ 10.0 ▲ 14.3 ▲ 9.8 ▲ 9.9 ▲ 17.7 ▲ 7.8

兵庫県 ▲ 22.5 ▲ 6.6 ▲ 1.9 ▲ 17.8 ▲ 0.9 ▲ 9.8 ▲ 6.4 ▲ 3.4 ▲ 5.5 ▲ 10.1 ▲ 4.6

奈良県 ▲ 14.1 ▲ 10.5 ▲ 3.9 ▲ 9.0 ▲ 5.4 ▲ 22.6 ▲ 20.9 ▲ 10.5 ▲ 22.8 ▲ 16.8 ▲ 5.4

和歌山県 ▲ 9.3 ▲ 3.5 ▲ 6.2 ▲ 10.0 ▲ 9.2 ▲ 12.7 ▲ 20.3 ▲ 6.7 ▲ 12.1 ▲ 15.3 ▲ 8.9

中　国 ▲ 15.5 ▲ 7.2 ▲ 9.0 ▲ 13.4 ▲ 16.1 ▲ 15.7 ▲ 10.3 ▲ 7.3 ▲ 11.3 ▲ 11.0 ▲ 15.3 ▲ 4.3

鳥取県 ▲ 15.1 ▲ 3.8 ▲ 10.9 ▲ 11.1 ▲ 12.8 ▲ 13.7 ▲ 20.8 ▲ 8.1 ▲ 2.2 ▲ 5.2 ▲ 6.8 ▲ 1.6

島根県 ▲ 10.8 ▲ 17.1 ▲ 8.1 ▲ 15.7 ▲ 2.4 ▲ 1.8 ▲ 12.7 ▲ 13.0 ▲ 0.3

岡山県 ▲ 22.7 ▲ 14.2 ▲ 15.8 ▲ 8.4 ▲ 17.2 ▲ 13.6 ▲ 10.5 ▲ 8.2 ▲ 12.9 ▲ 14.9 ▲ 17.6 ▲ 2.7

広島県 ▲ 5.1 ▲ 1.6 ▲ 8.7 ▲ 17.2 ▲ 14.1 ▲ 13.7 ▲ 8.0 ▲ 15.6 ▲ 1.3 ▲ 11.4 ▲ 10.1

山口県 ▲ 21.9 ▲ 18.9 ▲ 21.5 ▲ 23.8 ▲ 19.0 ▲ 20.8 ▲ 6.7 ▲ 16.8 ▲ 17.3 ▲ 19.9 ▲ 22.5 ▲ 2.6

四　国 ▲ 16.0 ▲ 11.7 ▲ 3.6 ▲ 29.9 ▲ 21.8 ▲ 25.3 ▲ 20.8 ▲ 19.5 ▲ 19.1 ▲ 21.5 ▲ 19.2

徳島県 ▲ 9.5 ▲ 7.3 ▲ 39.1 ▲ 19.4 ▲ 32.8 ▲ 20.8 ▲ 21.3 ▲ 20.3 ▲ 22.5 ▲ 15.6

香川県 ▲ 9.3 ▲ 4.4 ▲ 2.1 ▲ 17.6 ▲ 4.5 ▲ 23.2 ▲ 31.7 ▲ 21.3 ▲ 19.2 ▲ 15.0 ▲ 23.4 ▲ 8.4

愛媛県 ▲ 22.9 ▲ 20.7 ▲ 22.2 ▲ 33.3 ▲ 33.5 ▲ 25.6 ▲ 22.6 ▲ 21.0 ▲ 21.1 ▲ 20.5 ▲ 25.5 ▲ 5.0

高知県 ▲ 17.7 ▲ 12.1 ▲ 31.2 ▲ 23.4 ▲ 12.2 ▲ 9.4 ▲ 12.1 ▲ 12.4 ▲ 28.1 ▲ 14.2

九州・沖縄 ▲ 15.4 ▲ 8.8 ▲ 7.1 ▲ 22.0 ▲ 19.0 ▲ 18.3 ▲ 15.7 ▲ 17.0 ▲ 9.1 ▲ 8.7 ▲ 15.4 ▲ 6.7

福岡県 ▲ 21.8 ▲ 20.4 ▲ 11.1 ▲ 28.2 ▲ 23.4 ▲ 12.7 ▲ 10.7 ▲ 25.8 ▲ 16.0 ▲ 9.0 ▲ 15.4 ▲ 6.4

佐賀県 ▲ 10.8 ▲ 8.7 ▲ 22.1 ▲ 23.1 ▲ 34.2 ▲ 23.0 ▲ 10.6 ▲ 6.3 ▲ 22.4 ▲ 6.7

長崎県 ▲ 27.3 ▲ 12.8 ▲ 7.6 ▲ 19.6 ▲ 18.8 ▲ 29.1 ▲ 30.9 ▲ 12.5 ▲ 6.9 ▲ 13.9 ▲ 22.2 ▲ 8.3

熊本県 ▲ 10.7 ▲ 6.5 ▲ 6.7 ▲ 12.1 ▲ 14.7 ▲ 15.2 ▲ 12.5 ▲ 12.6 ▲ 8.4 ▲ 3.1 ▲ 16.0 ▲ 12.9

大分県 ▲ 24.6 ▲ 9.9 ▲ 5.4 ▲ 38.6 ▲ 26.0 ▲ 28.3 ▲ 25.9 ▲ 20.0 ▲ 17.5 ▲ 13.4 ▲ 33.5 ▲ 20.1

宮崎県 ▲ 6.9 ▲ 8.2 ▲ 13.2 ▲ 18.7 ▲ 12.0 ▲ 23.7 ▲ 12.9 ▲ 4.5 ▲ 4.9 ▲ 10.5 ▲ 5.6

鹿児島県 ▲ 9.5 ▲ 3.7 ▲ 7.1 ▲ 15.3 ▲ 15.8 ▲ 13.6 ▲ 21.2 ▲ 18.7 ▲ 9.9 ▲ 12.9 ▲ 23.1 ▲ 10.2

沖縄県 ▲ 2.2 ▲ 10.5 ▲ 17.2 ▲ 15.1 ▲ 5.4 ▲ 10.1 ▲ 6.4 ▲ 5.0

全　国

北海道

道南・道央

道北･ｵﾎｰﾂｸ

前期差都道府県
2013年 2014年 2015年
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非製造業 前期比 季節調整値

2016年

7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月

▲ 18.9 ▲ 15.8 ▲ 15.2 ▲ 24.9 ▲ 20.4 ▲ 20.8 ▲ 19.3 ▲ 19.6 ▲ 16.4 ▲ 15.8 ▲ 18.8 ▲ 3.0

▲ 13.9 ▲ 13.2 ▲ 15.0 ▲ 21.5 ▲ 18.2 ▲ 18.3 ▲ 18.7 ▲ 21.1 ▲ 17.2 ▲ 18.9 ▲ 23.4 ▲ 4.5

▲ 13.6 ▲ 11.4 ▲ 17.7 ▲ 19.3 ▲ 17.3 ▲ 17.1 ▲ 16.6 ▲ 21.1 ▲ 19.3 ▲ 20.8 ▲ 25.9 ▲ 5.1

▲ 15.8 ▲ 15.1 ▲ 8.8 ▲ 15.6 ▲ 15.1 ▲ 19.6 ▲ 21.6 ▲ 13.1 ▲ 20.4 ▲ 18.6 ▲ 20.3 ▲ 1.7

十勝･釧路･根室 ▲ 13.9 ▲ 17.2 ▲ 9.5 ▲ 34.3 ▲ 24.7 ▲ 21.5 ▲ 19.2 ▲ 31.1 ▲ 8.6 ▲ 12.4 ▲ 15.3 ▲ 2.9

東　北 ▲ 19.5 ▲ 15.8 ▲ 18.3 ▲ 26.0 ▲ 23.2 ▲ 24.5 ▲ 23.0 ▲ 23.3 ▲ 18.5 ▲ 21.1 ▲ 22.9 ▲ 1.8

青森県 ▲ 17.4 ▲ 18.2 ▲ 13.6 ▲ 22.5 ▲ 30.5 ▲ 21.6 ▲ 25.0 ▲ 19.7 ▲ 21.3 ▲ 28.0 ▲ 28.6 ▲ 0.6

岩手県 ▲ 15.6 ▲ 17.2 ▲ 22.8 ▲ 26.6 ▲ 22.7 ▲ 22.7 ▲ 19.5 ▲ 22.8 ▲ 20.0 ▲ 23.1 ▲ 17.3

宮城県 ▲ 20.7 ▲ 18.3 ▲ 19.8 ▲ 22.8 ▲ 26.4 ▲ 30.0 ▲ 25.3 ▲ 23.3 ▲ 13.2 ▲ 19.5 ▲ 14.9

秋田県 ▲ 24.3 ▲ 15.4 ▲ 17.7 ▲ 34.5 ▲ 25.2 ▲ 27.4 ▲ 33.7 ▲ 29.5 ▲ 21.8 ▲ 26.9 ▲ 24.0

山形県 ▲ 15.5 ▲ 13.2 ▲ 18.2 ▲ 19.8 ▲ 12.0 ▲ 22.5 ▲ 13.8 ▲ 24.4 ▲ 19.0 ▲ 14.4 ▲ 20.9 ▲ 6.5

福島県 ▲ 21.6 ▲ 15.5 ▲ 17.7 ▲ 26.7 ▲ 23.0 ▲ 24.5 ▲ 19.9 ▲ 21.0 ▲ 16.4 ▲ 16.5 ▲ 27.4 ▲ 10.9

関　東 ▲ 19.1 ▲ 16.5 ▲ 18.1 ▲ 22.9 ▲ 20.3 ▲ 20.7 ▲ 16.7 ▲ 18.8 ▲ 17.0 ▲ 15.4 ▲ 16.4 ▲ 1.0

茨城県 ▲ 22.2 ▲ 20.5 ▲ 19.1 ▲ 23.3 ▲ 23.0 ▲ 21.0 ▲ 18.4 ▲ 20.2 ▲ 13.1 ▲ 18.8 ▲ 19.5 ▲ 0.7

栃木県 ▲ 19.0 ▲ 20.5 ▲ 20.5 ▲ 23.1 ▲ 25.6 ▲ 24.3 ▲ 20.4 ▲ 14.1 ▲ 20.0 ▲ 16.0 ▲ 21.9 ▲ 5.9

群馬県 ▲ 16.9 ▲ 14.5 ▲ 17.5 ▲ 18.8 ▲ 16.7 ▲ 23.9 ▲ 16.2 ▲ 20.9 ▲ 16.6 ▲ 17.2 ▲ 16.6

埼玉県 ▲ 16.1 ▲ 14.9 ▲ 11.5 ▲ 17.3 ▲ 13.6 ▲ 13.2 ▲ 8.2 ▲ 13.9 ▲ 14.8 ▲ 13.1 ▲ 17.8 ▲ 4.7

千葉県 ▲ 24.0 ▲ 14.8 ▲ 20.3 ▲ 17.5 ▲ 21.8 ▲ 22.1 ▲ 16.9 ▲ 21.0 ▲ 17.2 ▲ 11.7 ▲ 14.3 ▲ 2.6

東京都 ▲ 12.0 ▲ 9.3 ▲ 12.3 ▲ 18.6 ▲ 16.5 ▲ 13.3 ▲ 10.5 ▲ 10.7 ▲ 13.2 ▲ 10.2 ▲ 7.7

神奈川県 ▲ 16.9 ▲ 18.5 ▲ 18.6 ▲ 24.1 ▲ 13.9 ▲ 17.8 ▲ 14.5 ▲ 12.3 ▲ 16.8 ▲ 9.7 ▲ 11.1 ▲ 1.4

新潟県 ▲ 23.8 ▲ 17.9 ▲ 22.5 ▲ 27.7 ▲ 27.0 ▲ 28.9 ▲ 27.1 ▲ 27.9 ▲ 21.5 ▲ 22.5 ▲ 26.5 ▲ 4.0

山梨県 ▲ 24.2 ▲ 24.0 ▲ 29.3 ▲ 23.9 ▲ 28.3 ▲ 24.7 ▲ 15.2 ▲ 20.9 ▲ 17.7 ▲ 22.2 ▲ 20.2

長野県 ▲ 21.1 ▲ 19.8 ▲ 19.7 ▲ 26.1 ▲ 22.0 ▲ 24.4 ▲ 23.3 ▲ 20.0 ▲ 20.0 ▲ 21.8 ▲ 17.7

静岡県 ▲ 17.8 ▲ 16.7 ▲ 18.7 ▲ 25.7 ▲ 18.6 ▲ 19.5 ▲ 16.8 ▲ 22.5 ▲ 14.7 ▲ 11.8 ▲ 16.4 ▲ 4.6

中　部 ▲ 17.1 ▲ 14.2 ▲ 14.2 ▲ 23.7 ▲ 21.4 ▲ 21.3 ▲ 18.4 ▲ 17.6 ▲ 16.8 ▲ 14.3 ▲ 21.3 ▲ 7.0

富山県 ▲ 15.6 ▲ 13.2 ▲ 16.7 ▲ 18.4 ▲ 14.8 ▲ 15.8 ▲ 11.7 ▲ 10.7 ▲ 17.2 ▲ 12.7 ▲ 17.8 ▲ 5.1

石川県 ▲ 16.0 ▲ 7.4 ▲ 6.4 ▲ 29.7 ▲ 26.4 ▲ 23.3 ▲ 13.2 ▲ 9.5 ▲ 16.9 ▲ 9.5 ▲ 18.8 ▲ 9.3

岐阜県 ▲ 22.1 ▲ 17.8 ▲ 14.4 ▲ 26.3 ▲ 26.6 ▲ 25.3 ▲ 21.4 ▲ 19.7 ▲ 21.3 ▲ 20.8 ▲ 24.3 ▲ 3.5

愛知県 ▲ 14.2 ▲ 12.7 ▲ 11.3 ▲ 18.3 ▲ 17.4 ▲ 16.9 ▲ 14.3 ▲ 15.3 ▲ 10.4 ▲ 8.3 ▲ 13.8 ▲ 5.5

三重県 ▲ 20.0 ▲ 17.3 ▲ 19.1 ▲ 26.4 ▲ 25.8 ▲ 25.9 ▲ 27.8 ▲ 25.6 ▲ 22.3 ▲ 19.5 ▲ 30.7 ▲ 11.2

近　畿 ▲ 20.1 ▲ 15.9 ▲ 11.6 ▲ 26.3 ▲ 19.2 ▲ 20.3 ▲ 18.6 ▲ 18.9 ▲ 17.6 ▲ 16.2 ▲ 18.0 ▲ 1.8

福井県 ▲ 20.7 ▲ 16.0 ▲ 14.2 ▲ 23.0 ▲ 17.2 ▲ 16.7 ▲ 21.0 ▲ 14.6 ▲ 15.6 ▲ 12.1 ▲ 18.6 ▲ 6.5

滋賀県 ▲ 12.8 ▲ 8.4 ▲ 6.5 ▲ 11.6 ▲ 21.8 ▲ 22.8 ▲ 19.6 ▲ 13.1 ▲ 15.8 ▲ 15.2 ▲ 18.4 ▲ 3.2

京都府 ▲ 23.8 ▲ 21.1 ▲ 11.2 ▲ 19.6 ▲ 16.3 ▲ 21.1 ▲ 21.0 ▲ 21.5 ▲ 20.8 ▲ 16.8 ▲ 19.9 ▲ 3.1

大阪府 ▲ 20.0 ▲ 15.7 ▲ 11.2 ▲ 28.4 ▲ 19.8 ▲ 20.6 ▲ 20.2 ▲ 18.5 ▲ 18.4 ▲ 17.8 ▲ 20.1 ▲ 2.3

兵庫県 ▲ 18.2 ▲ 11.3 ▲ 15.3 ▲ 22.9 ▲ 19.4 ▲ 17.1 ▲ 11.2 ▲ 13.7 ▲ 13.9 ▲ 11.5 ▲ 14.1 ▲ 2.6

奈良県 ▲ 26.2 ▲ 20.3 ▲ 17.5 ▲ 26.8 ▲ 20.2 ▲ 24.0 ▲ 25.9 ▲ 21.6 ▲ 15.3 ▲ 19.8 ▲ 25.3 ▲ 5.5

和歌山県 ▲ 23.7 ▲ 21.1 ▲ 14.9 ▲ 34.7 ▲ 24.1 ▲ 21.1 ▲ 25.5 ▲ 20.8 ▲ 26.0 ▲ 22.5 ▲ 18.5

中　国 ▲ 22.2 ▲ 19.6 ▲ 18.0 ▲ 26.1 ▲ 23.5 ▲ 25.2 ▲ 23.3 ▲ 21.2 ▲ 17.9 ▲ 19.0 ▲ 20.5 ▲ 1.5

鳥取県 ▲ 16.2 ▲ 19.6 ▲ 16.1 ▲ 30.4 ▲ 16.2 ▲ 30.7 ▲ 27.8 ▲ 18.5 ▲ 16.3 ▲ 19.0 ▲ 21.4 ▲ 2.4

島根県 ▲ 14.9 ▲ 8.2 ▲ 7.4 ▲ 26.1 ▲ 22.0 ▲ 26.6 ▲ 22.1 ▲ 23.4 ▲ 12.8 ▲ 25.5 ▲ 15.1

岡山県 ▲ 34.9 ▲ 31.5 ▲ 27.0 ▲ 27.5 ▲ 28.0 ▲ 22.4 ▲ 21.3 ▲ 21.7 ▲ 21.1 ▲ 18.8 ▲ 22.5 ▲ 3.7

広島県 ▲ 22.0 ▲ 22.2 ▲ 21.5 ▲ 26.9 ▲ 25.2 ▲ 21.7 ▲ 23.7 ▲ 20.7 ▲ 14.7 ▲ 11.9 ▲ 23.3 ▲ 11.4

山口県 ▲ 22.0 ▲ 17.9 ▲ 18.4 ▲ 22.9 ▲ 23.2 ▲ 26.0 ▲ 23.8 ▲ 19.9 ▲ 22.0 ▲ 21.2 ▲ 21.1

四　国 ▲ 21.7 ▲ 18.5 ▲ 15.3 ▲ 25.0 ▲ 20.5 ▲ 20.5 ▲ 18.7 ▲ 17.5 ▲ 17.3 ▲ 18.9 ▲ 18.5

徳島県 ▲ 9.9 ▲ 14.8 ▲ 11.6 ▲ 20.8 ▲ 16.7 ▲ 18.2 ▲ 8.2 ▲ 13.5 ▲ 10.9 ▲ 17.9 ▲ 14.3

香川県 ▲ 24.8 ▲ 20.7 ▲ 22.9 ▲ 31.2 ▲ 22.6 ▲ 20.4 ▲ 21.7 ▲ 21.3 ▲ 18.4 ▲ 15.9 ▲ 25.1 ▲ 9.2

愛媛県 ▲ 27.2 ▲ 23.1 ▲ 13.1 ▲ 23.8 ▲ 21.6 ▲ 22.1 ▲ 25.1 ▲ 19.3 ▲ 25.1 ▲ 21.5 ▲ 20.7

高知県 ▲ 26.6 ▲ 11.5 ▲ 16.1 ▲ 21.2 ▲ 23.9 ▲ 19.4 ▲ 18.9 ▲ 11.1 ▲ 13.7 ▲ 18.3 ▲ 14.8

九州・沖縄 ▲ 18.0 ▲ 15.1 ▲ 10.1 ▲ 23.8 ▲ 19.8 ▲ 19.0 ▲ 20.9 ▲ 17.7 ▲ 12.5 ▲ 11.6 ▲ 14.9 ▲ 3.3

福岡県 ▲ 19.5 ▲ 14.9 ▲ 12.3 ▲ 20.9 ▲ 20.5 ▲ 19.4 ▲ 23.2 ▲ 19.9 ▲ 16.3 ▲ 14.7 ▲ 16.2 ▲ 1.5

佐賀県 ▲ 18.4 ▲ 17.8 ▲ 12.5 ▲ 33.1 ▲ 24.2 ▲ 26.6 ▲ 29.5 ▲ 21.4 ▲ 14.7 ▲ 18.7 ▲ 17.2

長崎県 ▲ 23.1 ▲ 19.8 ▲ 12.9 ▲ 26.8 ▲ 22.6 ▲ 21.6 ▲ 20.7 ▲ 21.2 ▲ 16.8 ▲ 10.6 ▲ 17.3 ▲ 6.7

熊本県 ▲ 15.9 ▲ 16.2 ▲ 10.6 ▲ 17.4 ▲ 19.5 ▲ 21.2 ▲ 27.8 ▲ 14.3 ▲ 7.9 ▲ 3.7 ▲ 17.0 ▲ 13.3

大分県 ▲ 22.3 ▲ 12.9 ▲ 18.8 ▲ 27.4 ▲ 26.7 ▲ 25.3 ▲ 27.2 ▲ 22.0 ▲ 21.8 ▲ 23.6 ▲ 22.4

宮崎県 ▲ 26.1 ▲ 16.7 ▲ 17.2 ▲ 28.6 ▲ 20.5 ▲ 16.9 ▲ 23.9 ▲ 14.5 ▲ 10.9 ▲ 10.2 ▲ 12.1 ▲ 1.9

鹿児島県 ▲ 15.9 ▲ 16.3 ▲ 14.8 ▲ 24.3 ▲ 23.6 ▲ 20.4 ▲ 22.7 ▲ 11.2 ▲ 11.0 ▲ 10.2 ▲ 19.6 ▲ 9.4

沖縄県 ▲ 5.2 ▲ 3.4 ▲ 3.2 ▲ 8.6

全　国

北海道

道南・道央

道北･ｵﾎｰﾂｸ

前期差都道府県
2013年 2014年 2015年

資料：中小企業庁・ 独 中小企業基盤整備機構「中小企業景況調査」

製造業 前期比 季節調整値

2016年

7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月

▲ 13.9 ▲ 6.6 ▲ 4.4 ▲ 18.6 ▲ 12.0 ▲ 14.1 ▲ 14.1 ▲ 15.6 ▲ 12.8 ▲ 12.9 ▲ 16.8 ▲ 3.9

▲ 9.5 ▲ 4.5 ▲ 7.7 ▲ 4.9 ▲ 13.1 ▲ 11.5 ▲ 8.1 ▲ 7.7 ▲ 10.9 ▲ 13.1 ▲ 23.5 ▲ 10.4

▲ 6.2 ▲ 5.2 ▲ 3.2 ▲ 8.4 ▲ 8.5 ▲ 9.5 ▲ 6.0 ▲ 8.5 ▲ 9.7 ▲ 24.6 ▲ 14.9

▲ 10.1 ▲ 7.9 ▲ 13.9 ▲ 11.0 ▲ 16.2 ▲ 14.1 ▲ 7.6 ▲ 21.2 ▲ 21.3 ▲ 18.0

十勝･釧路･根室 ▲ 23.2 ▲ 28.0 ▲ 9.0 ▲ 6.5 ▲ 30.3 ▲ 21.9 ▲ 21.2 ▲ 17.6 ▲ 8.6 ▲ 15.6 ▲ 20.9 ▲ 5.3

東　北 ▲ 13.2 ▲ 8.6 ▲ 6.7 ▲ 26.3 ▲ 9.4 ▲ 16.8 ▲ 16.3 ▲ 17.2 ▲ 18.6 ▲ 18.9 ▲ 19.6 ▲ 0.7

青森県 ▲ 8.9 ▲ 14.1 ▲ 9.7 ▲ 32.6 ▲ 18.9 ▲ 33.9 ▲ 30.2 ▲ 16.6 ▲ 21.6 ▲ 2.9 ▲ 37.4 ▲ 34.5

岩手県 ▲ 0.8 ▲ 0.2 ▲ 15.7 ▲ 2.7 ▲ 9.0 ▲ 10.9 ▲ 6.5 ▲ 24.6 ▲ 15.2

宮城県 ▲ 25.5 ▲ 18.3 ▲ 17.5 ▲ 32.3 ▲ 0.5 ▲ 12.9 ▲ 16.3 ▲ 25.9 ▲ 25.0 ▲ 25.1 ▲ 23.0

秋田県 ▲ 20.7 ▲ 12.3 ▲ 15.7 ▲ 25.5 ▲ 21.3 ▲ 18.9 ▲ 15.1 ▲ 16.9 ▲ 16.4 ▲ 24.3 ▲ 11.2

山形県 ▲ 17.7 ▲ 3.9 ▲ 16.7 ▲ 22.1 ▲ 19.1 ▲ 12.5 ▲ 3.3 ▲ 16.5 ▲ 18.1 ▲ 23.6 ▲ 5.5

福島県 ▲ 13.6 ▲ 6.9 ▲ 14.0 ▲ 27.0 ▲ 8.5 ▲ 16.9 ▲ 17.9 ▲ 18.8 ▲ 34.2 ▲ 19.5 ▲ 14.7

関　東 ▲ 16.1 ▲ 7.3 ▲ 5.7 ▲ 16.1 ▲ 10.1 ▲ 9.8 ▲ 12.5 ▲ 16.7 ▲ 13.1 ▲ 12.4 ▲ 17.6 ▲ 5.2

茨城県 ▲ 17.4 ▲ 13.5 ▲ 5.5 ▲ 6.3 ▲ 7.4 ▲ 9.0 ▲ 14.8 ▲ 7.6 ▲ 2.7 ▲ 17.9 ▲ 12.4

栃木県 ▲ 9.5 ▲ 6.8 ▲ 6.7 ▲ 13.9 ▲ 9.1 ▲ 0.5 ▲ 9.7 ▲ 19.4 ▲ 21.7 ▲ 9.6 ▲ 17.7 ▲ 8.1

群馬県 ▲ 20.8 ▲ 10.4 ▲ 5.0 ▲ 19.3 ▲ 5.3 ▲ 12.2 ▲ 11.8 ▲ 21.3 ▲ 9.9 ▲ 10.1 ▲ 16.5 ▲ 6.4

埼玉県 ▲ 30.0 ▲ 2.2 ▲ 9.5 ▲ 15.0 ▲ 5.0 ▲ 18.0 ▲ 18.4 ▲ 12.9 ▲ 13.0 ▲ 1.9 ▲ 19.6 ▲ 17.7

千葉県 ▲ 18.7 ▲ 1.6 ▲ 2.2 ▲ 6.2 ▲ 15.5 ▲ 17.4 ▲ 4.9 ▲ 23.8 ▲ 0.2 ▲ 15.3 ▲ 2.1

東京都 ▲ 10.3 ▲ 6.4 ▲ 2.9 ▲ 13.8 ▲ 6.5 ▲ 6.3 ▲ 16.4 ▲ 14.9 ▲ 16.5 ▲ 13.8 ▲ 22.9 ▲ 9.1

神奈川県 ▲ 11.1 ▲ 10.2 ▲ 9.8 ▲ 11.1 ▲ 17.6 ▲ 1.1 ▲ 4.1 ▲ 4.9 ▲ 6.8 ▲ 18.0 ▲ 19.5 ▲ 1.5

新潟県 ▲ 11.9 ▲ 8.9 ▲ 0.8 ▲ 26.1 ▲ 8.3 ▲ 8.6 ▲ 14.5 ▲ 22.9 ▲ 14.9 ▲ 11.8 ▲ 18.5 ▲ 6.7

山梨県 ▲ 22.3 ▲ 1.2 ▲ 7.4 ▲ 17.3 ▲ 11.7 ▲ 11.8 ▲ 7.1 ▲ 11.4 ▲ 6.2 ▲ 15.8 ▲ 22.4 ▲ 6.6

長野県 ▲ 17.2 ▲ 10.3 ▲ 10.8 ▲ 12.5 ▲ 17.2 ▲ 11.8 ▲ 5.2 ▲ 21.6 ▲ 34.2 ▲ 17.5 ▲ 18.6 ▲ 1.1

静岡県 ▲ 14.6 ▲ 5.6 ▲ 3.2 ▲ 24.4 ▲ 13.4 ▲ 13.2 ▲ 16.1 ▲ 23.8 ▲ 10.6 ▲ 6.6 ▲ 13.0 ▲ 6.4

中　部 ▲ 7.3 ▲ 3.4 ▲ 1.7 ▲ 20.0 ▲ 11.2 ▲ 14.5 ▲ 14.5 ▲ 15.7 ▲ 15.4 ▲ 14.4 ▲ 16.0 ▲ 1.6

富山県 ▲ 2.3 ▲ 7.4 ▲ 8.6 ▲ 12.4 ▲ 8.8 ▲ 11.3 ▲ 18.6 ▲ 24.9 ▲ 7.9

石川県 ▲ 2.3 ▲ 19.4 ▲ 0.8 ▲ 16.2 ▲ 4.5 ▲ 4.5 ▲ 9.3 ▲ 14.9 ▲ 5.6

岐阜県 ▲ 10.7 ▲ 6.3 ▲ 20.0 ▲ 9.4 ▲ 14.8 ▲ 10.1 ▲ 21.4 ▲ 16.4 ▲ 11.3 ▲ 20.7 ▲ 9.4

愛知県 ▲ 9.2 ▲ 8.3 ▲ 8.8 ▲ 18.1 ▲ 14.3 ▲ 15.3 ▲ 14.8 ▲ 10.8 ▲ 17.1 ▲ 11.4 ▲ 16.8 ▲ 5.4

三重県 ▲ 12.8 ▲ 1.2 ▲ 4.4 ▲ 29.6 ▲ 22.3 ▲ 23.7 ▲ 23.4 ▲ 21.8 ▲ 15.5 ▲ 18.7 ▲ 18.0

近　畿 ▲ 14.4 ▲ 4.7 ▲ 11.3 ▲ 4.9 ▲ 12.1 ▲ 13.9 ▲ 13.7 ▲ 8.8 ▲ 11.9 ▲ 12.9 ▲ 1.0

福井県 ▲ 11.5 ▲ 0.9 ▲ 11.1 ▲ 9.7 ▲ 16.5 ▲ 6.5 ▲ 17.1 ▲ 14.1

滋賀県 ▲ 27.7 ▲ 19.0 ▲ 0.9 ▲ 6.7 ▲ 9.9 ▲ 12.4 ▲ 20.9 ▲ 10.1 ▲ 21.8 ▲ 9.9

京都府 ▲ 18.9 ▲ 5.0 ▲ 13.6 ▲ 12.8 ▲ 13.1 ▲ 26.6 ▲ 24.9 ▲ 10.6 ▲ 22.4 ▲ 11.8

大阪府 ▲ 7.7 ▲ 2.6 ▲ 11.8 ▲ 4.7 ▲ 10.0 ▲ 10.0 ▲ 14.3 ▲ 9.8 ▲ 9.9 ▲ 17.7 ▲ 7.8

兵庫県 ▲ 22.5 ▲ 6.6 ▲ 1.9 ▲ 17.8 ▲ 0.9 ▲ 9.8 ▲ 6.4 ▲ 3.4 ▲ 5.5 ▲ 10.1 ▲ 4.6

奈良県 ▲ 14.1 ▲ 10.5 ▲ 3.9 ▲ 9.0 ▲ 5.4 ▲ 22.6 ▲ 20.9 ▲ 10.5 ▲ 22.8 ▲ 16.8 ▲ 5.4

和歌山県 ▲ 9.3 ▲ 3.5 ▲ 6.2 ▲ 10.0 ▲ 9.2 ▲ 12.7 ▲ 20.3 ▲ 6.7 ▲ 12.1 ▲ 15.3 ▲ 8.9

中　国 ▲ 15.5 ▲ 7.2 ▲ 9.0 ▲ 13.4 ▲ 16.1 ▲ 15.7 ▲ 10.3 ▲ 7.3 ▲ 11.3 ▲ 11.0 ▲ 15.3 ▲ 4.3

鳥取県 ▲ 15.1 ▲ 3.8 ▲ 10.9 ▲ 11.1 ▲ 12.8 ▲ 13.7 ▲ 20.8 ▲ 8.1 ▲ 2.2 ▲ 5.2 ▲ 6.8 ▲ 1.6

島根県 ▲ 10.8 ▲ 17.1 ▲ 8.1 ▲ 15.7 ▲ 2.4 ▲ 1.8 ▲ 12.7 ▲ 13.0 ▲ 0.3

岡山県 ▲ 22.7 ▲ 14.2 ▲ 15.8 ▲ 8.4 ▲ 17.2 ▲ 13.6 ▲ 10.5 ▲ 8.2 ▲ 12.9 ▲ 14.9 ▲ 17.6 ▲ 2.7

広島県 ▲ 5.1 ▲ 1.6 ▲ 8.7 ▲ 17.2 ▲ 14.1 ▲ 13.7 ▲ 8.0 ▲ 15.6 ▲ 1.3 ▲ 11.4 ▲ 10.1

山口県 ▲ 21.9 ▲ 18.9 ▲ 21.5 ▲ 23.8 ▲ 19.0 ▲ 20.8 ▲ 6.7 ▲ 16.8 ▲ 17.3 ▲ 19.9 ▲ 22.5 ▲ 2.6

四　国 ▲ 16.0 ▲ 11.7 ▲ 3.6 ▲ 29.9 ▲ 21.8 ▲ 25.3 ▲ 20.8 ▲ 19.5 ▲ 19.1 ▲ 21.5 ▲ 19.2

徳島県 ▲ 9.5 ▲ 7.3 ▲ 39.1 ▲ 19.4 ▲ 32.8 ▲ 20.8 ▲ 21.3 ▲ 20.3 ▲ 22.5 ▲ 15.6

香川県 ▲ 9.3 ▲ 4.4 ▲ 2.1 ▲ 17.6 ▲ 4.5 ▲ 23.2 ▲ 31.7 ▲ 21.3 ▲ 19.2 ▲ 15.0 ▲ 23.4 ▲ 8.4

愛媛県 ▲ 22.9 ▲ 20.7 ▲ 22.2 ▲ 33.3 ▲ 33.5 ▲ 25.6 ▲ 22.6 ▲ 21.0 ▲ 21.1 ▲ 20.5 ▲ 25.5 ▲ 5.0

高知県 ▲ 17.7 ▲ 12.1 ▲ 31.2 ▲ 23.4 ▲ 12.2 ▲ 9.4 ▲ 12.1 ▲ 12.4 ▲ 28.1 ▲ 14.2

九州・沖縄 ▲ 15.4 ▲ 8.8 ▲ 7.1 ▲ 22.0 ▲ 19.0 ▲ 18.3 ▲ 15.7 ▲ 17.0 ▲ 9.1 ▲ 8.7 ▲ 15.4 ▲ 6.7

福岡県 ▲ 21.8 ▲ 20.4 ▲ 11.1 ▲ 28.2 ▲ 23.4 ▲ 12.7 ▲ 10.7 ▲ 25.8 ▲ 16.0 ▲ 9.0 ▲ 15.4 ▲ 6.4

佐賀県 ▲ 10.8 ▲ 8.7 ▲ 22.1 ▲ 23.1 ▲ 34.2 ▲ 23.0 ▲ 10.6 ▲ 6.3 ▲ 22.4 ▲ 6.7

長崎県 ▲ 27.3 ▲ 12.8 ▲ 7.6 ▲ 19.6 ▲ 18.8 ▲ 29.1 ▲ 30.9 ▲ 12.5 ▲ 6.9 ▲ 13.9 ▲ 22.2 ▲ 8.3

熊本県 ▲ 10.7 ▲ 6.5 ▲ 6.7 ▲ 12.1 ▲ 14.7 ▲ 15.2 ▲ 12.5 ▲ 12.6 ▲ 8.4 ▲ 3.1 ▲ 16.0 ▲ 12.9

大分県 ▲ 24.6 ▲ 9.9 ▲ 5.4 ▲ 38.6 ▲ 26.0 ▲ 28.3 ▲ 25.9 ▲ 20.0 ▲ 17.5 ▲ 13.4 ▲ 33.5 ▲ 20.1

宮崎県 ▲ 6.9 ▲ 8.2 ▲ 13.2 ▲ 18.7 ▲ 12.0 ▲ 23.7 ▲ 12.9 ▲ 4.5 ▲ 4.9 ▲ 10.5 ▲ 5.6

鹿児島県 ▲ 9.5 ▲ 3.7 ▲ 7.1 ▲ 15.3 ▲ 15.8 ▲ 13.6 ▲ 21.2 ▲ 18.7 ▲ 9.9 ▲ 12.9 ▲ 23.1 ▲ 10.2

沖縄県 ▲ 2.2 ▲ 10.5 ▲ 17.2 ▲ 15.1 ▲ 5.4 ▲ 10.1 ▲ 6.4 ▲ 5.0

全　国

北海道

道南・道央

道北･ｵﾎｰﾂｸ

前期差都道府県
2013年 2014年 2015年
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表 常用雇用者規模別・組織形態別・業種別企業数、常用雇用者数、従業者総数、

売上高、付加価値額

企業数 年

(社)

個人企業 5人以下 6～10人 11～20人 21～50人 51～100人 101～300人 301人以上 計

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業

小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

計

会　　社 5人以下 6～10人 11～20人 21～50人 51～100人 101～300人 301人以上 計

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業

小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

計

企業全体（個人企業，会社） 5人以下 6～10人 11～20人 21～50人 51～100人 101～300人 301人以上 計

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業

小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

計
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常用雇用者数 年

（人）

個人企業 5人以下 6～10人 11～20人 21～50人 51～100人 101～300人 301人以上 計

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業

小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

計

（人）

会　　社 5人以下 6～10人 11～20人 21～50人 51～100人 101～300人 301人以上 計

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業

小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

計

（人）

企業全体（個人企業，会社） 5人以下 6～10人 11～20人 21～50人 51～100人 101～300人 301人以上 計

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業

小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

計

表 常用雇用者規模別・組織形態別・業種別企業数、常用雇用者数、従業者総数、

売上高、付加価値額

企業数 年

(社)

個人企業 5人以下 6～10人 11～20人 21～50人 51～100人 101～300人 301人以上 計

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業

小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

計

会　　社 5人以下 6～10人 11～20人 21～50人 51～100人 101～300人 301人以上 計

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業

小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

計

企業全体（個人企業，会社） 5人以下 6～10人 11～20人 21～50人 51～100人 101～300人 301人以上 計

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業

小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

計
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従業者総数 年

（人）

個人企業 5人以下 6～10人 11～20人 21～50人 51～100人 101～300人 301人以上 計

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業

小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

計

（人）

会　　社 5人以下 6～10人 11～20人 21～50人 51～100人 101～300人 301人以上 計

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業

小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

計

（人）

企業全体（個人企業，会社） 5人以下 6～10人 11～20人 21～50人 51～100人 101～300人 301人以上 計

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業

小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

計
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売上高 年

（億円）

個人企業 5人以下 6～10人 11～20人 21～50人 51～100人 101～300人 301人以上 計

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業

小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

計

（億円）

会　　社 5人以下 6～10人 11～20人 21～50人 51～100人 101～300人 301人以上 計

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業

小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

計

（億円）

企業全体（個人企業，会社） 5人以下 6～10人 11～20人 21～50人 51～100人 101～300人 301人以上 計

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業

小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

計

従業者総数 年

（人）

個人企業 5人以下 6～10人 11～20人 21～50人 51～100人 101～300人 301人以上 計

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業

小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

計

（人）

会　　社 5人以下 6～10人 11～20人 21～50人 51～100人 101～300人 301人以上 計

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業

小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

計

（人）

企業全体（個人企業，会社） 5人以下 6～10人 11～20人 21～50人 51～100人 101～300人 301人以上 計

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業

小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

計
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付加価値額 年

（億円）

個人企業 5人以下 6～10人 11～20人 21～50人 51～100人 101～300人 301人以上 計

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業

小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

計

（億円）

会　　社 5人以下 6～10人 11～20人 21～50人 51～100人 101～300人 301人以上 計

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業

小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

計

（億円）

企業全体（個人企業，会社） 5人以下 6～10人 11～20人 21～50人 51～100人 101～300人 301人以上 計

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業

小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

計

資料：総務省「平成 年経済センサス 基礎調査」再編加工

注 企業数＝会社数＋個人事業者数とする。

産業分類は、 年 月改訂のものに従っている。
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表 企業規模別・業種別個人事業主数、無給家族従業者数、有給役員数、常用雇用者数、

臨時雇用者数 年

（人）

正社員・
正職員

パート・
アルバイト

中小企業

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業

小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

うち小規模企業

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業

小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

大企業

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業

小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

合計

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業

小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

個人業主
無給家族
従業者数

有給役員数

常用雇用者数

臨時雇用者 従業者合計

 

付加価値額 年

（億円）

個人企業 5人以下 6～10人 11～20人 21～50人 51～100人 101～300人 301人以上 計

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業

小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

計

（億円）

会　　社 5人以下 6～10人 11～20人 21～50人 51～100人 101～300人 301人以上 計

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業

小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

計

（億円）

企業全体（個人企業，会社） 5人以下 6～10人 11～20人 21～50人 51～100人 101～300人 301人以上 計

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業

小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

計

資料：総務省「平成 年経済センサス 基礎調査」再編加工

注 企業数＝会社数＋個人事業者数とする。

産業分類は、 年 月改訂のものに従っている。

20表
企業規模別・業種別個人事業主数、無給家族従業者数、有給役員数、常用雇用者数、臨時雇用者数（2014年）
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資料：総務省「平成 年経済センサス 基礎調査」再編加工

注 企業の区分については、中小企業基本法（昭和 年法律第 号）に準ずる（凡例参照）。

産業分類は、 年 月改訂のものに従っている。
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表 企業規模別・組織形態別・業種別企業数、常用雇用者数、従業者総数、売上高、

付加価値額

企業数 年 社

中小企業

うち小規模

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業

小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

計

中小企業

うち小規模

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業

小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

計

中小企業

うち小規模

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業

小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

計

大企業 合　計個人企業

会　　社

企業全体（個人企業，会社）

大企業 合　計

大企業 合　計

資料：総務省「平成 年経済センサス 基礎調査」再編加工

注 企業の区分については、中小企業基本法（昭和 年法律第 号）に準ずる（凡例参照）。

産業分類は、 年 月改訂のものに従っている。

21表
企業規模別・組織形態別・業種別企業数、常用雇用者数、従業者総数、売上高、付加価値額
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常用雇用者数 年 人

中小企業

うち小規模

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業　　　　　　　

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業　　　

情報通信業　　　　　　

運輸業，郵便業　　　　　　

卸売業

小売業

金融業，保険業　　　　　

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）　　　

計

中小企業

うち小規模

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業

小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

計

中小企業

うち小規模

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業　　　　　　　

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業　　　

情報通信業　　　　　　

運輸業，郵便業　　　　　　

卸売業

小売業

金融業，保険業　　　　　

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）　　　

計

大企業 合　計個人企業

会　　社

企業全体（個人企業，会社）

大企業 合　計

大企業 合　計
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従業者総数 年 人

中小企業

うち小規模

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業　　　　　　　

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業　　　

情報通信業　　　　　　

運輸業，郵便業　　　　　　

卸売業

小売業

金融業，保険業　　　　　

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）　　　

計

中小企業

うち小規模

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業　　　　　　　

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業　　　

情報通信業　　　　　　

運輸業，郵便業　　　　　　

卸売業

小売業

金融業，保険業　　　　　

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）　　　

計

中小企業

うち小規模

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業　　　　　　　

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業　　　

情報通信業　　　　　　

運輸業，郵便業　　　　　　

卸売業

小売業

金融業，保険業　　　　　

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）　　　

計

大企業 合　計個人企業

会　　社

企業全体（個人企業，会社）

大企業 合　計

大企業 合　計

常用雇用者数 年 人

中小企業

うち小規模

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業　　　　　　　

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業　　　

情報通信業　　　　　　

運輸業，郵便業　　　　　　

卸売業

小売業

金融業，保険業　　　　　

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）　　　

計

中小企業

うち小規模

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業

小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

計

中小企業

うち小規模

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業　　　　　　　

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業　　　

情報通信業　　　　　　

運輸業，郵便業　　　　　　

卸売業

小売業

金融業，保険業　　　　　

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）　　　

計

大企業 合　計個人企業

会　　社

企業全体（個人企業，会社）

大企業 合　計

大企業 合　計
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 売上高 年 億円

中小企業

うち小規模

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業　　　　　　　

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業　　　

情報通信業　　　　　　

運輸業，郵便業　　　　　　

卸売業

小売業

金融業，保険業　　　　　

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）　　　

計

中小企業

うち小規模

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業　　　　　　　

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業　　　

情報通信業　　　　　　

運輸業，郵便業　　　　　　

卸売業

小売業

金融業，保険業　　　　　

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）　　　

計

中小企業

うち小規模

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業　　　　　　　

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業　　　

情報通信業　　　　　　

運輸業，郵便業　　　　　　

卸売業

小売業

金融業，保険業　　　　　

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）　　　

計

大企業 合　計個人企業

会　　社

企業全体（個人企業，会社）

大企業 合　計

大企業 合　計
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 付加価値額 年 億円

中小企業

うち小規模

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業　　　　　　　

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業　　　

情報通信業　　　　　　

運輸業，郵便業　　　　　　

卸売業

小売業

金融業，保険業　　　　　

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）　　　

計

中小企業

うち小規模

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業　　　　　　　

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業　　　

情報通信業　　　　　　

運輸業，郵便業　　　　　　

卸売業

小売業

金融業，保険業　　　　　

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）　　　

計

中小企業

うち小規模

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業　　　　　　　

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業　　　

情報通信業　　　　　　

運輸業，郵便業　　　　　　

卸売業

小売業

金融業，保険業　　　　　

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）　　　

計

大企業 合　計個人企業

会　　社

企業全体（個人企業，会社）

大企業 合　計

大企業 合　計

 

 売上高 年 億円

中小企業

うち小規模

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業　　　　　　　

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業　　　

情報通信業　　　　　　

運輸業，郵便業　　　　　　

卸売業

小売業

金融業，保険業　　　　　

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）　　　

計

中小企業

うち小規模

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業　　　　　　　

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業　　　

情報通信業　　　　　　

運輸業，郵便業　　　　　　

卸売業

小売業

金融業，保険業　　　　　

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）　　　

計

中小企業

うち小規模

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業　　　　　　　

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業　　　

情報通信業　　　　　　

運輸業，郵便業　　　　　　

卸売業

小売業

金融業，保険業　　　　　

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）　　　

計

大企業 合　計個人企業

会　　社

企業全体（個人企業，会社）

大企業 合　計

大企業 合　計
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資料：総務省「平成 年経済センサス 基礎調査」再編加工

注 企業数＝会社数＋個人事業者数とする

事業所の区分については、中小企業基本法（昭和 年法律第 号）に準ずる（凡例参照）。

産業分類は、 年 月改訂のものに従っている。
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